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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成26年１月 平成27年１月 平成28年１月 平成29年１月

売上高 （千円） 757,385 943,317 997,505 1,586,174

経常利益 （千円） 15,839 50,326 129,860 89,397

親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 2,564 24,712 94,288 58,296

包括利益 （千円） 3,052 23,344 94,300 59,230

純資産額 （千円） 89,996 122,940 217,240 713,505

総資産額 （千円） 478,712 526,399 505,439 1,619,719

１株当たり純資産額 （円） 67.69 90.42 159.78 411.23

１株当たり当期純利益金額 （円） 1.93 18.56 69.35 34.33

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額
（円） － － － 33.29

自己資本比率 （％） 18.8 23.4 43.0 44.1

自己資本利益率 （％） 2.9 23.2 55.4 12.5

株価収益率 （倍） － － － 44.86

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 73,326 78,482 63,173 22,667

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △3,893 △3,915 8,721 235,578

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 10,342 △14,052 △102,939 170,767

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 246,438 306,953 275,909 715,681

従業員数
（人）

61 62 60 66

（外、平均臨時雇用者数） (2) (5) (6) (3)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第12期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式

は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．第12期以前の株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

４．第10期以降の連結財務諸表については、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51

年大蔵省令第28号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、有限責任

あずさ監査法人の監査を受けております。

５．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は年間の平均人員

を（ ）外数で記載しております。

６．平成27年10月13日開催の取締役会決議により、平成27年10月31日付で普通株式１株につき100株の株式分割

を行っておりますが、第10期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当た

り当期純利益金額を算定しております。

７．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成25年１月 平成26年１月 平成27年１月 平成28年１月 平成29年１月

売上高 （千円） 663,973 709,023 797,479 812,767 867,631

経常利益 （千円） 48,386 45,225 51,868 114,262 93,962

当期純利益 （千円） 17,856 32,170 26,867 80,300 45,457

資本金 （千円） 141,000 141,000 145,800 145,800 364,353

発行済株式総数 （株） 13,296 13,296 13,596 1,359,600 1,735,100

純資産額 （千円） 88,441 121,100 156,199 236,511 718,923

総資産額 （千円） 427,673 495,668 536,502 499,792 900,248

１株当たり純資産額 （円） 6,651.74 91.08 114.89 173.96 414.35

１株当たり配当額
（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 1,343.00 24.20 20.18 59.06 26.77

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額
（円） － － － － 25.96

自己資本比率 （％） 20.7 24.4 29.1 47.3 79.9

自己資本利益率 （％） 22.6 30.7 19.4 40.9 9.5

株価収益率 （倍） － － － － 57.53

配当性向 （％） － － － － －

従業員数
（人）

37 42 40 44 37

（外、平均臨時雇用者数） (1) (2) (2) (4) (3)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第12期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式

は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．第12期以前の株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

４．第10期以降の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵

省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、有限責任 あずさ

監査法人の監査を受けております。

なお、第９期の財務諸表については、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）に基づき算出してお

り、当該監査を受けておりません。

５．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は年間の平均人員

を（ ）外数で記載しております。

６．平成27年10月13日開催の取締役会決議により、平成27年10月31日付で普通株式１株につき100株の株式分割

を行っておりますが、第10期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当た

り当期純利益金額を算定しております。
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２【沿革】

当社の前身は平成15年１月に当社現代表取締役社長水口通夫が設立した㈱スリーベースであります。同社では、

ブライダル情報誌の広告制作受託業務・不動産広告コンサルティング業務を開始するとともに、平成15年10月にゴ

ルファー向けフリーペーパー「月刊バリューゴルフ 関東版」を創刊いたしました。

その後、平成16年２月に当社を設立し、「月刊バリューゴルフ 関東版」の制作・発行業務を同社から移管しま

した。

 

年月 概要

平成15年１月 東京都渋谷区に㈱スリーベースを設立し、ブライダル情報誌の広告制作受託業務（広告メディ

ア制作事業）、及び不動産広告コンサルティング業務開始

平成15年10月 ゴルファー向けフリーペーパー 「月刊バリューゴルフ 関東版」創刊（ゴルフ事業）

平成16年２月 東京都渋谷区にて当社を設立し、「月刊バリューゴルフ 関東版」制作・発行業務を㈱スリー

ベースから当社に移管

平成16年11月 本店所在地を東京都港区新橋１丁目に移転

平成16年12月 ゴルフ事業拡大のため、大阪市淀川区に関西支社を開設

平成17年２月 「月刊バリューゴルフ 関西版」創刊

平成17年５月 組単位の「ゴルフ場予約代行サービス」を開始

平成18年８月 本店所在地を東京都港区芝４丁目に移転

平成18年10月 ゴルフ場向け顧客管理・集客支援ＡＳＰ（※）システム「リピ増くん」の提供開始

平成19年10月 「リピ増くん」のモバイル対応バージョン「リピ増くんモバイル」の提供開始

平成20年１月 当社を存続会社として㈱スリーベースを吸収合併

平成20年６月 ㈱ジェーシービーと、ＪＣＢカード会員向けゴルフサービスの提供に関する業務提携を締結

平成20年８月 ＪＣＢゴールド会員向けゴルフ情報誌「バリューゴルフプレミア」創刊

平成21年４月 ゴルフレッスンサービス「バリューゴルフレッスン」の提供開始

平成22年４月 ゴルフ場向けお一人様組み合わせ予約ＡＳＰシステム「１人予約ランド」提供開始

平成22年10月 「１人予約ランド」の総合ポータルサイトを開設

平成22年11月 特定のゴルフ場で利用できる格安プレー券を販売するＥＣサイト「バリューゴルフショップ」

開設

平成23年２月 広告メディア制作事業拡大のため、石川県金沢市に金沢オフィスを開設

平成23年７月 アイディーマネジメントシステムズ㈱より、ゴルファー専門コミュニティサイト「Ｇサーク

ル」の運営業務を譲受

平成24年３月 広告メディア制作事業拡大のため、連結子会社㈱スクラムを設立し、求人広告制作受託業務を

開始

平成24年４月 ゴルフ場の集客支援コンサルティングサービスの提供開始

平成24年10月

平成25年10月

 

平成26年５月

平成28年３月

平成28年９月

本店所在地を現在地（東京都港区芝４丁目）に移転

㈱バリューメディカルの全株式を取得し、医療分野における出版サービス（メディカル事業）

を開始

連結子会社㈱スクラムにおいて、福岡県福岡市中央区に天神制作センターを開設

東京証券取引所マザーズに株式を上場

㈱ジープの全株式を取得し、ゴルフ事業におけるＥＣサービスを本格的に開始

（※）ＡＳＰとはＡｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｐｒｏｖｉｄｅｒの略であり、アプリケーションソフトの機能をネットワーク経由

で顧客に提供するサービス及びそれを提供する事業者を言います。
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３【事業の内容】

　当社グループは、「世の中の「したい」を具現化し、生活を豊かにする情報を発信し続けるリーディングカンパ

ニーを目指す」という経営ビジョンの下、ゴルフが身近で手軽なものとなるようにプレー予約のＡＳＰサービスや輸

入商品の取扱も行うゴルフ用品販売のＥＣサービス、ゴルフ場のプレー料金、割引クーポン、イベント企画等の情報

を掲載したフリーペーパーといった新たなサービスを世に送り出してきた「ゴルフ事業」、主に求人やブライダル関

連の情報誌発行会社等のクライアントから広告制作を業務受託する「広告メディア制作事業」、医療機関の特色や治

療方法等の情報を発信する書籍の出版を行う「メディカル事業」の３つの事業を展開しております。

なお、３つの事業区分は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項」に掲げる

セグメントの区分と同一であります。

 

（１）ゴルフ事業（株式会社バリューゴルフ、株式会社ジープ）

 

①ＡＳＰサービス

ＡＳＰサービスでは、以下のアプリケーションサービスを契約ゴルフ場に提供しており、その月額利用料

（固定及び集客実績に応じた従量課金）を収益として計上しております。

イ）１人予約ランド

「１人予約ランド」は、通常４人一組、最低２人一組にならないと利用できないゴルフ場を１人でも予

約可能とし、「ゴルフをしたいけど仲間がいない」「予定が空いた日に気軽に予約したい」「全国いろい

ろなコースでゴルフを楽しみたい」というゴルファーの潜在ニーズを具現化するものであり、ゴルフ場に

とってはビジター集客の有力なツールとなっております。具体的には、ゴルファーは当社のポータルサイ

ト「バリューゴルフＷＥＢ」や契約ゴルフ場のホームページを通じて「１人予約ランド」の登録会員にな

り、ゴルフ場、プレー日時、料金、予約状況を検索し、希望に合った予約枠に申し込み、他の登録会員と

組み合わせ（マッチング）が成立すると、プレー催行となります。初対面同士がゴルフをすることになる

ので、予約画面に互いの雰囲気が分かるアバター付きプロフィール（ニックネーム、性別、年齢層、アベ

レージスコア、使用クラブなどを自由記述）が公開されます。また、一緒にゴルフをした人に感謝の気持

ちを伝える「スター」、登録会員のマイページに過去一緒にプレーした人の予約状況が見られる「つなが

り設定」、「つながり設定」した登録会員の予約情報が自動配信される「お誘い（自動営業）メール」等

の機能が備わっております。さらに、「１人予約ランド」のプレー回数に応じて「レジェンド」「達人」

「免許皆伝」などの称号を付与しており、それを予約申し込みの参考にすることができます。このように

「１人予約ランド」はリピーターを増やす様々な工夫や趣向を凝らしております。

「１人予約ランド」は、平成22年４月にサービスを開始し、契約ゴルフ場数は732コース（平成29年１

月末現在）にまで拡大しております。平成27年１月期以降における「１人予約ランド」の登録会員数、年

間予約件数及び提供ゴルフ場数は以下のとおり推移しております。

 

 平成27年１月期 平成28年１月期 平成29年１月期

「1人予約ランド」登録会員数（名） 160,006 238,006 330,939

年間予約件数増加率（前期比） 159.2% 142.9% 130.7%

提供ゴルフ場数（コース） 482 580 732

（参考）

全国ゴルフ場数（コース）

全国ゴルフ場の延べ利用人員数

（千人/年度）

2,336

86,505

2,317

87,753

－

－

（出所）全国ゴルフ場数及び延べ利用人員数は、一般社団法人日本ゴルフ場経営者協会「ゴルフ場利用税の課税状況

からみたゴルフ場の数・利用者数の推移」（平成28年10月21日掲載）によるものであり、70歳以上など非課

税利用人員を含みます。
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ロ）リピ増くん・リピ増くんモバイル、ゴルフ場ホームページ管理システム

「リピ増くん・リピ増くんモバイル」は、契約ゴルフ場のホームページに「ＷＥＢ予約」、「スマート

フォン予約」、「予約カレンダー埋め込み」、「混雑状況表示」など予約・集客に必要な各種機能を提供

するＡＳＰサービスであり、予約プランの提案や作成代行などサポート業務も行っております。このサー

ビスにより、ゴルファーは各ゴルフ場のホームページから直接プレーの予約を行うことが可能となり、ま

た予約の際にはゴルフ場に会員登録することとなるため、ゴルフ場側も顧客の囲い込みがしやすくなると

いう双方にメリットを得ることができます。

「ゴルフ場ホームページ管理システム」は、ゴルフ場のホームページ専用の各種機能（予約管理、イベ

ント告知、競技結果報告、顧客管理など）をＡＳＰとして提供するサービスであります。ホームページへ

の情報掲載にはＷＥＢに関する専門的な知識が必要となりますが、当社の提供するシステムを利用するこ

とで、ゴルフ場のスタッフがホームページ制作業者の手を借りることなく自身で簡便に情報の更新を行う

ことが可能となります。「リピ増くん・リピ増くんモバイル」と一緒にサービス提供を行うことで、ゴル

フ場の自社サイト管理を効率的に行うことが出来るようになっております。

 

 

②広告・プロモーションサービス

広告・プロモーションサービスでは、ゴルフ専門の各種メディアを発行・配信して広告料を得ているほか、

格安プレー券・レッスン・イベント・トラベルなどゴルフ場の集客を支援する各種プロモーションを企画・提

案して主にゴルフ場及びゴルフ関連企業からの対価を収益として計上しております。

 

イ）月刊バリューゴルフ

「月刊バリューゴルフ」はゴルフ場の料金情報、割引クーポン・レッスン情報等を掲載したゴルファー

のためのフリーペーパーであり、月に１回、ゴルフ場、ゴルフ練習場、ゴルフショップ等のゴルフ関連施

設にて配布しており、ゴルフ場、ゴルフ関連企業、一般企業からの情報掲載による広告収入によって、ゴ

ルファーへ無料での配布を可能としております。ゴルファーは、掲載されたゴルフ場のプレー料金やプラ

ン内容を比較検討し、プレーの際に原稿内に印刷されているクーポンチケットを利用することで様々な特

典を受けることができるという仕組みになっております。

 

ロ）バリューゴルフプレミア

㈱ジェーシービーとの共同事業でＪＣＢカード会員向けのゴルフ情報誌「バリューゴルフプレミア」を

年に４回発行しており、ＪＣＢカード会員でゴルフ関連施設における決済履歴のある人の中から、決済額

上位者の自宅に郵送しております。

「月刊バリューゴルフ」に掲載されている情報よりワンランク上の、ハイグレードなゴルフ関連情報が

中心であり、有名ライターによるコラム記事や、旅行などの情報も多く掲載されているのが特徴です。ま

た対象者の自宅に直接届くため、広告効果の高い情報誌であります。

ゴルフ場・ゴルフ関連企業及び一般企業からの情報掲載による広告料収入をビジネスモデルとしており

ます。

 

ハ）バリューゴルフＷＥＢ

「バリューゴルフＷＥＢ」は、「１人予約ランド」、契約ゴルフ場の組予約情報、「月刊バリューゴル

フ」の電子版、格安プレー券のＥＣサイト「バリューゴルフショップ」、ゴルファー専門コミュニティサ

イト「Ｇサークル」等の当社グループが提供しているゴルフ関連サービスを統合したポータルサイトであ

ります。当ＷＥＢサイトには、イベント・旅行・記事などゴルフに関する様々な情報が総合的に提供され

ており、ゴルフ場等のＷＥＢバナー広告、特定のゴルフ場や企業とタイアップしたＷＥＢ企画広告を掲載

しているほか、ＷＥＢ登録者に対するメールマガジンの配信も行っております。

 

ニ）格安プレー券

施設型産業であるゴルフ場は閑散期・閑散日であっても一定の運営コストが発生しますが、そのような

「予約が入り難い枠」のプレー券を当社グループが契約ゴルフ場から仕入れ、ＥＣサイト「バリューゴル

フショップ」を通して通常料金の半額程度という格安価格で販売しております。
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ホ）バリューゴルフレッスン・トラベル

「バリューゴルフレッスン」は、練習場ではなく実際のコースの上で行うグループ形式のゴルフレッス

ンであり、「バリューゴルフＷＥＢ」にレッスンの開催日時、ゴルフ場、講師など募集の予約枠を掲示し

ております。

「トラベル」は「１人予約ランド」などを通じて各種ゴルフ関連イベントやゴルフ旅行を企画・催行し

ております。具体的には、１人参加専門の国内ゴルフツアー「１人予約ゴルフ旅」、海外の名門ゴルフ

場・ホテルでのゴルフツアー「海外バリューゴルフカップ」などを催行しております。

 

③サポートサービス

サポートサービスでは、ゴルフ場に対する様々な経営サポートを行っており、主にＷＥＢによる集客方法に

関するコンサルティングや、会員権の販売受託、各種コストダウン施策の提案などを行っています。

また、ゴルフ場以外の企業に対するコンサルティング・企画代行サービスも一部行っております。

 

④ＥＣサービス

ＥＣサービスでは、主に一般消費者に向けたゴルフ用品及び関連商品の販売を行っております。国内商品だ

けでなく、輸入商品の取扱も行っており、他社にはない幅広い商品ラインナップを取り扱っております。

輸入商品に関しては、専用のＥＣサイトを構築しゴルフ場等への販売も行っております。また、ＥＣサイト

だけではカバーしきれないサービスを提供するために、新橋と葛西に店舗を構えており、ＥＣサイト及び実店

舗において高付加価値なサービスを提供しております。

 

（２）広告メディア制作事業（株式会社バリューゴルフ、株式会社スクラム）

当社グループは、主に求人やブライダル関連の広告制作業務を受託しております。当社グループでは、取材、

進行、原稿制作、校正、画像加工まで、制作ラインを一括して担当することができ、委託者からの原稿制作委託

料収入を収益として計上しております。

 

①求人広告

当社は、㈱リクルートジョブズが発行する求人サイト（「はたらいく」、「とらばーゆ」など）の広告制作

をトッパンエディトリアルコミュニケーションズ㈱より、㈱リクルートキャリアが運営する求人サイト（「リ

クナビNEXT」）の広告制作を㈱リクルートコミュニケーションズより受託しております。連結子会社である㈱

スクラムは、㈱インテリジェンスが運営する求人サイト（「ａｎ」、「DODA」など）の広告制作を同社より、

それ以外の求人サイト（「マイナビ転職」、「マイナビバイト」、「バイトル」、「女の転職」など）の広告

制作を㈱sky's the limitより受託しております。

なお、当社グループでは広告掲載主へ原稿の提案や確認業務を行うなど、広告作成だけでなく顧客折衝まで

対応した制作業務を一括して受託していることが特徴となっております。

 

②ブライダル広告

㈱リクルートマーケティングパートナーズが発行するブライダルメディア（「ゼクシィ」、「ゼクシィ

net」など）の広告原稿制作を㈱リクルートコミュニケーションズより受託しております。なお、ブライダル

広告に関しても原稿を作成するだけでなく、広告掲載主への集客数アップ、単価アップのための提案など営業

活動のサポートも行っております。

 

（３）メディカル事業（株式会社バリューメディカル）

メディカル事業は、信頼性の高い医療情報を得たり、より良い病院を探したいというシニア層のニーズと最先

端医療を情報発信して地域医療に貢献したいという医療機関のニーズを結びつける医療専門の書籍出版事業であ

り、連結子会社である㈱バリューメディカルが医療機関の診療内容、特色、実績などを書籍として発行しており

ます。なお、発行部数の大半は、出版取次を通さないで医療機関が自ら㈱バリューメディカルから買い取り、関

係者に配布・分売しております。

また、新たなサービスとして、医療機関向けの従業員・顧客満足度調査の実施及び結果分析・コンサルティン

グを行う、「ＥＳ/ＣＳ調査サービス」の展開も行っております。
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［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の
内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合

(％)

関係内容

（連結子会社）      

㈱スクラム 東京都港区 15,000
広告メディア制

作事業
100.0

管理業務の受託

設備の賃貸借

㈱バリューメディカル 東京都港区 27,500 メディカル事業 100.0
管理業務の受託

設備の賃貸借

㈱ジープ

（注）２.３
千葉県浦安市 75,000 ゴルフ事業 100.0

管理業務の受託

商品等の購買

（その他の関係会社）      

㈱ゼネラルアサヒ 福岡市東区 490,000 印刷業
（被所有）

21.4
印刷業務の委託

　（注）１．連結子会社の「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．㈱ジープについては、売上高の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

　　主要な損益情報等　　　　（１）売上高　　　624,484千円

　　　　　　　　　　　　　　（２）経常利益　　 40,955千円

　　　　　　　　　　　　　　（３）当期純利益　 48,945千円

　　　　　　　　　　　　　　（４）純資産額　　 62,062千円

　　　　　　　　　　　　　　（５）総資産額　　777,445千円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成29年１月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

ゴルフ事業 36 (2)

広告メディア制作事業 23 (1)

メディカル事業 1 (0)

全社（共通） 6 (0)

合計 66 (3)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人

員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部に所属しているものであります。

 

(2）提出会社の状況

平成29年１月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

37 (3) 39.7 5.0 4,281

 

セグメントの名称 従業員数（人）

ゴルフ事業 23 (2)

広告メディア制作事業 8 (1)

全社（共通） 6 (0)

合計 37 (3)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人

員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部に所属しているものであります。

 

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

　当連結会計年度（平成28年２月１日～平成29年１月31日）におけるわが国経済は、アベノミクスの取り組みの

下、雇用・所得環境が改善し、緩やかな回復基調が続いていましたが、年度前半には海外経済で弱さが見られたほ

か、国内経済についても、個人消費及び民間設備投資は、所得、収益の伸びと比べ力強さを欠いた状況となりまし

た。

　ゴルフ事業を取り巻く環境におきましては、平成28年に開催されたリオデジャネイロオリンピックよりゴルフが

正式種目となったことや日本人プロゴルファーの世界的な活躍により注目が集まっており、団塊世代を中心にゴル

フ場の利用者数は堅調な推移となりました。その一方で、業界を挙げて、ゴルフのイメージアップ、若年層の取り

込みに向けての様々な施策を展開してはいるものの、ゴルフ人口は減少傾向にあることに加え、ゴルフプレー料金

やゴルフ用品の販売単価の下落傾向に回復の兆しが見えず、ゴルフ関連企業を取り巻く環境は厳しい状況にありま

す。

　広告メディア制作事業を取り巻く環境におきましては、広告業界全体の売上は景気の回復に合わせて上昇傾向に

あるものの、その内容はネット化、デジタル化の波を受けて大きく変わりつつあります。

　メディカル事業を取り巻く環境におきましては、「国民医療費」の総額が41兆円を超え、日本の財政を圧迫する

大きな要因となっております。厚労省は「医療費適正化計画」の一環として、2025年までに重症患者を集中治療す

る高度急性期の病床を13万床、通常の救急医療を担う急性期の病床も40万床と、それぞれ３割ほど減らす目標を示

しました。今後病院は生き残りをかけて、医療の質の向上や地域連携の強化を図ることになり、地域住民への広報

はより必要性が高まると考えられます。

　このような経営環境の下、当社グループは継続的な企業価値の向上を実現すべく、各事業において新規案件の獲

得、サービス品質の向上に取り組んでまいりました。

　この結果、売上高1,586,174千円（前年同期比59.0％増）、営業利益92,958千円（前年同期比28.5％減）、経常

利益89,397千円（前年同期比31.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益58,296千円（前年同期比38.2％減）と

なりました。

　セグメントの業績は以下のとおりであります。

 

（ゴルフ事業）

　ゴルフ事業におきましては、ＡＳＰサービス「１人予約ランド」の契約ゴルフ場数の増加に取り組んでまいりま

した。業界大手会社とのシステム連携サービスの締結に加え、ゴルフ場のシステム連携費用や利用者数を増加させ

るための販売促進費用等の負担を軽減すること等の先行投資により当期末での契約コース数は732コースとなりま

した。また、会員数は平成29年１月末時点で33万人を突破し、堅調な増加傾向が継続しております。

　広告プロモーションサービス及びサポートサービスにおいては、「月刊バリューゴルフ」掲載コース数の増加及

び「バリューゴルフレッスン」の開催会場・講師数増加により、売上を大きく伸ばすことができました。サポート

サービスにおいては、リスク・負担の大きい派遣・訪問形態から、ＷＥＢを活用した効率の良いサポート形態への

転換に取り組んでまいりました。

　また、新たにゴルフ用品販売を主事業とする株式会社ジープを子会社化し、ゴルフ関連サービスの更なる充実と

新サービスの展開に取り組んでまいりました。ゴルフ場とのリレーションを強化し、ゴルフ事業における優位性の

確立と中長期的な成長スピードの加速のために、来期以降に予定していた営業部門の人員拡充をはじめとする先行

投資を前倒しして開始いたしました。

　以上の結果、売上高は1,385,268千円（前年同期比99.9％増）、営業利益317,084千円（前年同期比10.0％増）と

なりました。

 

（広告メディア制作事業）

　広告メディア制作事業におきましては、前期末に獲得した制作案件が軌道に乗り堅調に推移した一方、期初に予

定していた新ジャンル及び新媒体受託の遅れや制作委託元クライアント企業における制作環境のWEB化及び発注方

針変更により、受託量及び受託単価の減少が発生いたしました。このように大きく変動するビジネス環境に対し、

柔軟に対応できる制作体制への移行により業務の効率化を図り、利益の確保に努めてまいりました。

　以上の結果、売上高は175,219千円（前年同期比18.8％減）、営業利益39,365千円（前年同期比23.2％減）とな

りました。
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（メディカル事業）

　メディカル事業におきましては、新サービスの医療機関向けES/CSサービスへの投資を行い、正式にリリースす

るとともに、出版サービスとのシナジー効果による新規契約増に取り組んでまいりました。両サービスともに受注

件数は堅調に推移しているものの、ES/CSサービスの稼働へ人的資源を集中させたことにより出版サービスの納品

スケジュールに遅延が発生し、売上及び利益の計上は次期へ持ち越す形となりました。

　以上の結果、売上高は25,686千円（前年同期比71.0％減）、営業損失13,922千円（前年同期は営業利益13,370千

円）となりました。

 

　なお、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度

より「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ439,772千

円増加し、715,681千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、22,667千円の資金増加（前連結会計年度は

63,173千円の増加）となりました。

　これは、減価償却費13,938千円、のれん償却額12,324千円、売上債権の減少23,481千円等による資金の増加が、

法人税等の支払額30,278千円等による資金の減少を上回ったことが主な要因であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、235,578千円の資金増加（前連結会計年度末は

8,721千円の増加）となりました。

　これは、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に関する収入229,867千円による資金の増加が主な要因であ

ります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、170,767千円の資金増加（前連結会計年度は

102,939千円の減少）となりました。

　これは、株式の発行による収入427,761千円、長期借入金の借入による収入400,000千円等による資金の増加が、

短期借入金の純増減額409,516千円、長期借入金の返済による支出221,228千円等による資金の減少を上回ったこと

が主な要因であります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは生産活動を行っておりませんので該当事項はありません。

 

(2）受注状況

　当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

　　メディカル事業 49,738 224.2 41,103 248.4

（注）ゴルフ事業は受注生産を行っていないため、受注実績の記載はしておりません。また、広告メディア制作事

業は、受注から売上計上までの期間が極めて短いため、受注規模を金額で示すことはしておりません。

 

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

前年同期比（％）

　　ゴルフ事業　　　（千円） 1,385,268 199.9

　　広告メディア制作事業（千円） 175,219 81.2

　　メディカル事業　（千円） 25,686 29.0

合計（千円） 1,586,174 159.0

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

①事業領域の拡大

　当社グループは、ゴルフ事業、広告メディア制作事業、メディカル事業を3本の柱として運営しております。こ

れらの既存事業をさらに大きく育てていくことは当然のことながら、4本目の柱、5本目の柱となり得る新たな事業

領域に進出することがグループの価値向上には不可欠であると考えております。

　事業領域を拡大するにあたっては、現在の経営資源を有効に活用できること、事業間のシナジー効果が期待でき

ることなどを条件とし、より重層的な事業展開を図ってまいります。

 

②事業間シナジーの増強

　昨年、ゴルフショップ「ジーパーズ」を運営する㈱ジープの株式を取得し、連結子会社化いたしました。当社の

既存ゴルフ事業と同社のゴルフ用品販売事業との間におけるシナジー効果を活かし、ゴルフ事業の成長を加速させ

てまいります。また、前述の３事業間でのシナジー効果をより一層高めるための施策を講じてまいります。

 

③優秀な人材の確保、育成

　当社グループの最も重要な経営資源は人材であります。事業を開発し、また発展させていくためにも、今まで以

上に優秀な人材の獲得を目指しております。そのために採用スタッフを強化し、戦略的な採用活動を行ってまいり

ます。

　また、入社後の教育体系を再整備することで、より一層の社員の質的向上を図ってまいります。

 

④知名度の向上

　昨年の東京証券取引所マザーズ上場により、マスコミ等にも取り上げられる機会が増え、社名及び主力商品「１

人予約ランド」の知名度はかなり向上したと思われます。しかし、およそ８百万人といわれるゴルフ人口を考える

と、「１人予約ランド」の33万人超（平成29年１月末現在）という会員数は、まだまだ伸びる余地のある数字だと

いえます。

　そのため、当社グループは引き続き、積極的に広報活動及び広告宣伝活動を行ってまいります。

 

⑤内部管理体制の強化

　当社グループはいまだ成長段階にあり、昨年の上場に際して整備した内部管理体制を今後安定的な運用に乗せて

いくことが非常に重要な課題であると捉えております。
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４【事業等のリスク】

　本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）ゴルフ事業について

①　ゴルフ市場の動向

　当社グループのゴルフ事業（平成29年１月期における売上構成比87.3％）は、中長期的な成長性についてはゴル

フ市場の動向、特にエンドユーザーであるゴルファーの人口及びプレー回数（ゴルフ場の延べ利用人員数）につい

て分析することが有用と考えられます。

　総務省のゴルフ場利用税調査によると、全国ゴルフ場の延べ利用人員数（70歳以上など非課税利用人員を含む）

は平成４年度１億232万人のピークには及ばないものの、最近では東日本大震災による自粛や景気低迷の影響が一

巡し、平成26年度8,651万人（前年度比0.3％増）、平成27年度8,775万人（前年度比1.4％増）と比較的底堅く推移

しており、ゴルフが生涯スポーツあるいは国民的レジャーとして50～60歳代を中心に楽しまれている様子が伺われ

ます。

　ゴルフ業界では少子高齢化など人口構成の変化を見据えつつ、若年層や女性ゴルファーの開拓、ゴルフ場におけ

るサービス向上やプレー料金引き下げ、ゴルフの魅力や人気を高める情報発信などに取り組んでおります。しかし

ながら、ゴルファーの人口やゴルフ場の延べ利用人員数が期待どおりに増加する保証はなく、当社グループのゴル

フ事業についても中長期的な成長性が制約される可能性があります。

 

②　天候、季節変動及び自然災害

　ゴルフは屋外のスポーツ・レジャーであり、天候や季節変動による影響を受けます。台風、梅雨、猛暑、降雪な

どの時期には、ゴルフ場の利用人員数が減少する季節変動があります。また、プレー当日の悪天候によっては予約

のキャンセルが発生する場合もあります。さらに台風災害や大雪等が発生した場合には、ゴルフ場が一時閉鎖さ

れ、復旧や再開まで相当の期間を要することも予想されます。

　したがって、こうした要因が発生した場合にはゴルフ場の利用人員数が左右される結果、「１人予約ランド」の

集客実績に応じた従量課金が増減し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

③　「１人予約ランド」の集客効果

　ゴルフ事業の主軸である「１人予約ランド」は平成22年４月にサービスを開始後、平成29年１月期に登録会員数

331千名、年間延べ予約件数は前期比130.7％と伸長しており、ゴルフ場にとってビジター集客の有力なツールと

なっております。しかしながら、何らかの理由によって「１人予約ランド」の登録会員数や年間延べ予約件数が大

きく減少した場合、あるいは個々の契約ゴルフ場（平成29年１月末現在732コース）にとって月額利用料（固定及

び集客実績に応じた従量課金）に見合った集客効果が得られなくなった場合には、ゴルフ場との契約が解除され、

あるいは契約の更新がされず、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

④　「１人予約ランド」の従量課金導入

　「１人予約ランド」の月額利用料についてはサービスを開始した当初は固定料金でしたが、登録会員数並びに延

べ予約件数の拡大を背景として、平成26年１月期より集客実績に応じた従量課金の導入（既存の契約ゴルフ場を含

む）を進めております。従量課金はゴルフ場にとって費用対効果がより明確化することから「１人予約ランド」の

新規契約を促進する側面もあり、それが登録会員数並びに延べ予約件数の更なる拡大につながり、ひいてはＡＳＰ

サービスだけでなく広告・プロモーションサービスを含めたゴルフ事業全体の収益拡大に寄与するものと考えてお

ります。しかしながら、従量課金の導入によって新規契約が期待どおりに増加しなかった場合、もしくは、契約ゴ

ルフ場１コース当たりの平均月額利用料が従前に比べて増加しなかった場合、当社グループの経営成績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤　ゴルフ用品市場の市場動向

　当社は当連結会計年度において、ゴルフ用品販売を行う株式会社ジープを連結子会社としています。

　ゴルフ用品市場は、「2016年版ゴルフ産業白書」（株式会社矢野経済研究所）によれば対前年比103.3％の2,592

億円と推計されております。メーカー各社がマークダウン（特価処分）品販売構成比の削減等に取り組んでおり、

業界全体の改善努力が奏功しているものと考えられます。一方で少子高齢化に起因するゴルファー数の減少による

絶対的需要量の減少や競技ルール規制による商品性能進化の限界を指摘する声もあり、業界各社の事業リスクは増

加する傾向があります。

　当社グループはこうした情勢を踏まえて適切な在庫管理と販売予測を行い過剰在庫の防止に努めておりますが、

ゴルフ用品市場及び株式会社ジープの業績が今後予測通りに推移しない場合には、棚卸資産の評価損や固定資産の

減損損失が発生して、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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⑥為替変動による影響

　当社グループは、海外からの直接買付等による輸入商品を取り扱っており為替相場の変動により仕入価格・仕入

数量に影響を及ぼす可能性があります。そのため、為替相場の急激な変動等により想定通りの仕入価格・仕入数量

を調達できなかった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑦　競合他社について

　現在、ゴルフ事業においてインターネットメディア、システム提供を主たる事業領域としておりますが、当該分

野においては大手企業を含む複数の企業が事業展開している状況にあります。当社グループでは、「１人予約ラン

ド」等の独自のサービスの開発に努めておりますが、今後において十分な差別化や機能向上等が図られなかった場

合や、高い資本力や知名度を有する企業が参入してくることで競合激化し、当該事業及び当社グループの業績に影

響を与える可能性があります。

 

⑧　インターネットの技術革新

　「１人予約ランド」を始めとしてゴルフ事業のＡＳＰサービス及びＥＣサービスはインターネットを利用して提

供しております。インターネットは技術革新の速度が速く、新たなサービスやビジネスが次々に創出されておりま

す。当社グループは、常に最新技術の把握に努め、新機能の開発及びサービス向上に展開できるよう体制整備を

図っております。しかしながら、インターネットの技術革新に迅速に対応できなかった場合、あるいは対応するた

めに多額のシステム開発費を調達できなかった場合には、当社グループが提供するサービスの陳腐化や競争力の低

下により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑨　システムトラブル

　当社グループはゴルフ事業のＡＳＰサービスを中心に、携帯電話、スマートフォン、パソコン、コンピュータな

ど情報通信ネットワークに依存した事業展開を行っております。安定的なサービス提供のため、サーバー設備等の

拡張や運用体制の整備を行っておりますが、システムの不具合、想定を上回るアクセスの集中、人為的ミス、自然

災害等によって通信ネットワークが切断あるいは制御不能に陥った場合には、復旧に多大な時間や費用を要するな

ど当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑩　個人情報保護法

　当社グループは、ゴルフ事業を中心に登録会員等の個人情報を取得しております。このため、当社グループでは

「個人情報の保護に関する法律」に基づき、個人情報保護規程、重要情報管理規程などを整備運用しております。

具体的には、個人情報や機密事項を格納するファイルサーバーへの適切なアクセス権限の付与、入室制限など物理

的な安全対策、業務委託先企業等に対する管理監督を徹底しております。しかしながら、これらの対策を講じたに

も関わらず、個人情報の漏洩等の事象が発生した場合には、損害賠償請求や信用の下落等によって当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑪　法的規制

　当社グループの事業に関係する法律として、「個人情報の保護に関する法律」の他に、一般消費者を対象とする

ＷＥＢサイト「１人予約ランド」、「バリューゴルフショップ」及び「月刊バリューゴルフ」などに「特定商取引

に関する法律」及び「不当景品類及び不当表示防止法」があります。当社グループはこれらの法的規制を遵守して

事業に取り組んでおりますが、今後、不測の事態等により、万が一これらの法的規制に抵触しているとして当社グ

ループが法的責任や損害賠償に問われた場合、当社グループの信頼性やブランドが毀損され、当社グループの経営

成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

（２）広告メディア制作事業について

　当社グループの広告メディア制作事業（平成29年１月期における売上構成比11.0％）は、情報誌発行会社など少

数特定のクライアントに依存しております。当社グループでは、広告メディアの制作にかかる専門的なノウハウや

業務品質を高め、納期を遵守するなどクライアントとの信頼に基づいた長期継続的な取引関係を構築する方針であ

ります。しかしながら、当社グループが主力とする求人及びブライダルに関連した広告の出稿減少、情報誌の廃

刊、雑誌からＷＥＢへの急速な移行、クライアントの外注比率引下げや事業再編等の事象が発生した場合、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

（３）メディカル事業について

　当社グループのメディカル事業（平成29年１月期における売上構成比1.6％）は、医療機関によるシニア層向け

医療関連書籍の出版を行っており、発行部数の大半は医療機関が自ら買い取って関係者に配布・分売しておりま

す。医療機関にとって最先端医療を情報発信して地域医療に貢献したいというニーズが背景にあり、書籍出版とし

てはニッチかつ地域的にも限定的な市場となっております。このため、比較的リスクの低い事業と認識しておりま
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すが、当社グループの期待どおりに市場が拡大しなかった場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

 

（４）シニア層向け複合サービスの創出について

　当社グループは、大手の情報誌発行会社をクライアントとする「広告メディア制作事業」から創業しましたが、

ゴルファー向け情報誌「月刊バリューゴルフ」を発刊し、それを契機に「ゴルフ事業」として予約代行、顧客管

理・集客支援ＡＳＰ（「リピ増くん」「１人予約ランド」）、レッスン・イベント・トラベル（ゴルフ旅行）など

の催行、さらにゴルフ場の運営受託・コンサルティングにまで事業領域を掘り下げてきました。次いで、ゴルフ事

業のエンドユーザー（登録会員）にシニア層が多いことに着眼し、シナジーが発揮できる新規事業として「メディ

カル事業」に進出いたしました。将来的には「ゴルフ」（ゴルフ場）、「トラベル」（旅行代理店）、「メディカ

ル」（医療機関）などをシニア層に向けて有機的に複合した新しいサービスを創出してまいります。しかしなが

ら、そうした新しい複合サービスが当社グループの想定どおりにシニア層の需要を喚起するとは限らず、また、シ

ナジーが発揮できる保証もありません。

 

（５）業歴及び組織体制について

①　浅い業歴

　当社グループは、創業以来、「世の中の「したい」を具現化し、生活を豊かにする情報を発信し続けるリーディ

ングカンパニーを目指す」という経営ビジョンの下、経営資源が限られるなかにあっても常に新たなアイディアや

サービスを発案し、事業展開して現在に至っております。しかしながら、業歴が浅いうえ、当社グループの事業や

サービスが市場に定着し、収益基盤が確立したものとはなっておりません。したがいまして、当社グループの過年

度の経営成績及び財政状態については、当社グループの定性的な経営情報と併せて検討する必要があります。

 

②　特定人物への依存

　当社代表取締役社長である水口通夫は、専門情報誌の制作・出版、ゴルフ場等向けインターネットビジネスに関

する豊富な経験と知識を有しており、経営方針や事業戦略の決定、重要な取引先との交渉、利益計画の策定・推進

等、会社運営の全てにおいて重要な役割を果たしております。今後、当社グループは優秀な人材の採用・育成及び

管理組織の充実を図り、同氏に過度に依存しない経営体制の整備を進めてまいりますが、何らかの事情により同氏

が当社グループの業務執行が困難となった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。

 

③　小規模組織と内部管理体制

　当社グループは、事業規模に応じた比較的小規模な組織で運営されており、業務執行体制も規模に応じた人員に

なっております。そのため、優秀な人材が流出し、新たな人材の採用及び育成が図れない場合には、サービスの円

滑な提供、魅力的な新サービスの企画、開発及び営業活動が阻害され、さらには内部管理体制やコーポレート・ガ

バナンス体制に支障が生じ、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。今後、当社

グループの成長や事業拡大に必要な人材を採用していく方針でありますが、優秀な人材の確保が計画どおりに進ま

なかった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　株式会社ジープの取得

　当社は、平成28年８月22日開催の取締役会において、株式会社ジープの全株式を取得し、完全子会社とすることを

決議し、平成28年９月１日に株式を取得の上、同社を連結子会社化しております。

　詳細につきましては、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　注記事項（企業結合等関係）」をご参照くださ

い。

 

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。文中の

将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(１)重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用とともに、資産・負債及び収

益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを用いております。これらの見積りにあたり過去の実績や現状

等を勘案し、合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと

異なる可能性があります。

　当社グループの連結財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　連結

財務諸表等（１）連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。

 

(２)財政状態の分析

（資産）

　当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて1,114,280千円増加し、1,619,719千円となりまし

た。これは主に、東京証券取引所マザーズ市場への上場時における公募増資等に伴う現金及び預金の増加439,778

千円、株式会社ジープの子会社化による商品の増加341,936千円及びのれんの発生による増加147,896千円によるも

のであります。

 

（負債）

　当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて618,015千円増加し、906,214千円となりました。こ

れは主に、長期借入金の増加471,716千円及び短期借入金の増加100,000千円によるものであります。

 

（純資産）

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて496,264千円増加し、713,505千円となりました。

これは主に、公募増資等に伴う資本金の増加218,553千円及び資本剰余金の増加218,553千円並びに親会社株主に帰

属する当期純利益の計上による利益剰余金の増加58,296千円によるものであります。

 

(３)経営成績の分析

（売上高及び営業利益）

　当連結会計年度における売上高は1,586,174千円（前年同期比59.0％増）、営業利益は92,958千円（前年同期比

28.5％減）となりました。なお、セグメント別の要因は以下のとおりであります。

 

①ゴルフ事業

　ゴルフ事業におきましては、ＡＳＰサービス「１人予約ランド」の契約ゴルフ場数の増加に取り組んでまいりま

した。業界大手会社とのシステム連携サービスの締結に加え、ゴルフ場のシステム連携費用や利用者数を増加させ

るための販売促進費用等の負担を軽減すること等の先行投資により当期末での契約コース数は732コースとなりま

した。また、会員数は平成29年１月末時点で33万人を突破し、堅調な増加傾向が継続しております。

　広告プロモーションサービス及びサポートサービスにおいては、「月刊バリューゴルフ」掲載コース数の増加及

び「バリューゴルフレッスン」の開催会場・講師数増加により、売上を大きく伸ばすことができました。サポート

サービスにおいては、リスク・負担の大きい派遣・訪問形態から、ＷＥＢを活用した効率の良いサポート形態への

転換に取り組んでまいりました。

　また、新たにゴルフ用品販売を主事業とする株式会社ジープを子会社化し、ゴルフ関連サービスの更なる充実と

新サービスの展開に取り組んでまいりました。ゴルフ場とのリレーションを強化し、ゴルフ事業における優位性の

確立と中長期的な成長スピードの加速のために、来期以降に予定していた営業部門の人員拡充をはじめとする先行

投資を前倒しして開始いたしました。

　以上の結果、売上高は1,385,268千円（前年同期比99.9％増）、営業利益317,084千円（前年同期比10.0％増）と

なりました。
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②広告メディア制作事業

　広告メディア制作事業におきましては、前期末に獲得した制作案件が軌道に乗り堅調に推移した一方、期初に予

定していた新ジャンル及び新媒体受託の遅れや制作委託元クライアント企業における制作環境のWEB化及び発注方

針変更により、受託量及び受託単価の減少が発生いたしました。このように大きく変動するビジネス環境に対し、

柔軟に対応できる制作体制への移行により業務の効率化を図り、利益の確保に努めてまいりました。

　以上の結果、売上高は175,219千円（前年同期比18.8％減）、営業利益39,365千円（前年同期比23.2％減）とな

りました。

 

③メディカル事業

　メディカル事業におきましては、新サービスの医療機関向けES/CSサービスへの投資を行い、正式にリリースす

るとともに、出版サービスとのシナジー効果による新規契約増に取り組んでまいりました。両サービスともに受注

件数は堅調に推移しているものの、ES/CSサービスの稼働へ人的資源を集中させたことにより出版サービスの納品

スケジュールに遅延が発生し、売上及び利益の計上は次期へ持ち越す形となりました。

　以上の結果、売上高は25,686千円（前年同期比71.0％減）、営業損失13,922千円（前年同期は営業利益13,370千

円）となりました。

 

（経常利益）

　当連結会計年度において、為替差益5,147千円、賃貸収入974千円の計上等により営業外収益を7,578千円計上い

たしました。一方で、支払利息5,078千円、賃貸費用974千円の計上等により営業外費用を11,139千円計上いたしま

した。

　この結果、当連結会計年度における経常利益は89,397千円（前年同期連比31.2％減）となりました。

 

（親会社株主に帰属する当期純利益）

　当連結会計年度において、法人税等（法人税等調整額を含む）を31,101千円計上いたしました。

　この結果、当連結会計年度における親会社株主に帰属する当期純利益は58,296千円（前年同期比38.2％減）とな

りました。

 

　なお、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度

より「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

(４)キャッシュ・フローの分析

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ439,772千

円増加し715,681千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の

とおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、22,667千円の資金増加（前連結会計年度は

63,173千円の増加）となりました。

　これは、減価償却費13,938千円、のれん償却額12,324千円、売上債権の減少23,481千円等による資金の増加が、

法人税等の支払額30,278千円等による資金の減少を上回ったことが主な要因であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、235,578千円の資金増加（前連結会計年度末は

8,721千円の増加）となりました。

　これは、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に関する収入229,867千円による資金の増加が主な要因であ

ります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、170,767千円の資金増加（前連結会計年度は

102,939千円の減少）となりました。

　これは、株式の発行による収入427,761千円、長期借入金の借入による収入400,000千円等による資金の増加が、

短期借入金の純増減額409,516千円、長期借入金の返済による支出221,228千円等による資金の減少を上回ったこと

が主な要因であります。
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(５)経営成績に重要な影響を与える要因について

　「第２　事業の状況　４．事業等のリスク」に記載しております。

 

(６)経営戦略の現状と見通し

　今後の経営環境は、政策の下支えにより緩やかな回復基調が継続するものと期待されますが、新興国経済の低

迷、米国の新政権が掲げる政策の動向などを背景に、先行きの不透明感は払拭できない状況にあります。

　こうした情勢の下、当社グループにおいては、基幹サービスである「１人予約ランド」を徹底的に強化・改善

し、業界内で圧倒的地位を確立することを最重要事項として掲げております。その実現のために、営業部門の増

員、基幹システム及びサーバ等の事業基盤の強化を積極的に実行してまいります。また、その他既存事業において

も着実な成長を実現させ、更なる売上・利益の拡大に繋げてまいります。

 

(７)経営者の問題意識と今後の方針について

　「第２　事業の状況　３．対処すべき課題」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

該当事項はありません。

 

 

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

平成29年１月31日現在
 

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物

（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

ソフトウエ
ア

（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

(東京都港区)

ゴルフ事業

広告メディア制作事業

事業所用設備

ソフトウエア
5,689

95

(15.79)
4,524 998 11,308 37（3）

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりま

せん。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書きしております。

３．連結会社以外のものから賃借している設備は以下のとおりであります。

事業所名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

土地面積

（㎡）

年間賃借料

又はリース料

（千円）

本社

（東京都港区）

ゴルフ事業

広告メディア制作事業

営業拠点

制作拠点

本社機能

621.46 22,557

関西支社

（大阪市淀川区）
ゴルフ事業 営業拠点 33.00 1,080

金沢オフィス

（石川県金沢市）
広告メディア制作事業 制作拠点 49.50 925

 

(2）国内子会社

　当社国内子会社は大規模な設備等は有しておらず、その記載を省略しております。

　なお、連結会社以外のものから賃借している設備は以下のとおりであります。

会社名
事業所名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

土地面積

（㎡）

年間賃借料

又はリース料

（千円）

㈱スクラム
天神制作センター

（福岡市中央区）
広告メディア制作事業 制作拠点 41.39 1,200

㈱ジープ

浦安本社

（千葉県浦安市）
ゴルフ事業

販売拠点

本社機能
224.13 5,742

新橋店

（東京都港区）
ゴルフ事業 販売拠点 223.00 33,830

葛西店

（東京都江戸川区）
ゴルフ事業 販売拠点 183.96 9,041
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

 

(2）重要な改修等

　該当事項はありません。

 

(3）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,000,000

計 5,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（平成29年１月31日）
提出日現在発行数（株）
（平成29年４月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,735,100 1,735,100
東京証券取引所

（マザーズ）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。

計 1,735,100 1,735,100 － －

（注）提出日現在発行数には、平成29年４月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成23年４月25日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成29年１月31日）
提出日の前月末現在
（平成29年３月31日）

新株予約権の数（個） 719（注）１ 719（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）
71,900

（注）１、２、５

71,900

（注）１、２、５

新株予約権の行使時の払込金額（円） 500（注）５ 500（注）５

新株予約権の行使期間
平成25年４月26日から

平成33年４月24日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　500

資本組入額　250（注）５

発行価格　　500

資本組入額　250（注）５

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡について

は、当社取締役会の承認を

要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１.「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失したもの

を減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

ただし、当社が普通株式の分割又は併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果

生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数× 分割・併合の比率

３．新株予約権の発行日後、当社が普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額　＝　調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

また、新株予約権発行日以後、当社が時価を下回る価額で普通株式につき募集株式の発行又は自己株式の処

分を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額　＝　調整前行使価額×
既発行株式数　＋

新規発行株式数×1株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

４．権利行使の条件は以下のとおりであります。

（１）新株予約権者は、その権利行使時においても、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は社員並びに

協力会社の地位にあることを要するものとする。ただし、新株予約権者が、定年により退職し、任期満

了により退任し、又は会社の都合によりこれらの地位を失った場合は、この限りでない。

（２）新株予約権者が死亡した場合及び吸収合併消滅会社となり解散した場合には、相続人及び吸収合併存続

会社は、その権利を行使することができない。

５．平成27年10月13日開催の取締役会決議により、平成27年10月31日付で普通株式１株につき100株の株式分割

を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」

及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されておりま

す。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金残
高
（千円）

平成27年１月９日

（注）１
300 13,596 4,800 145,800 4,800 135,800

平成27年10月31日

（注）２
1,346,004 1,359,600 － 145,800 － 135,800

平成28年３月１日

（注）３
320,000 1,679,600 188,416 334,216 188,416 324,216

平成28年４月４日

（注）４
48,000 1,727,600 28,262 362,478 28,262 352,478

平成28年２月１日～

平成29年１月31日

（注）５

7,500 1,735,100 1,875 364,353 1,875 354,353

　（注）１．有償第三者割当

主な割当先　バリューゴルフ従業員持株会　　　300株

　　　　　　 　　発行価格　　　32,000円

　　　　　　 　　資本組入額　　16,000円

２．平成27年10月13日開催の取締役会決議により、平成27年10月31日付で普通株式１株につき100株の株式分割

を行ったことによるものであります。

３．平成28年３月１日を払込期日とする一般募集による増資により、発行済株式総数が320,000株、資本金及び

資本準備金はそれぞれ188,416千円増加しております。

４．平成28年４月４日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が48,000株、資本金及

び資本準備金がそれぞれ28,262千円増加しております。

５．平成28年２月１日から平成29年１月31日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が7,500株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ1,875千円増加しております。

６．平成28年１月27日付で提出した有価証券届出書に記載いたしました「手取金の使途」につきまして、その

使途の区分ごとの内容、金額及び支出予定時期に下記のとおり変更が生じております。

　（変更前）

具体的な使途 金額（千円） 支払予定時期

人材の採用費及び人件費 266,876 平成28年３月～平成31年１月

広告宣伝費 156,480 平成28年３月～平成31年１月

合計 423,356  

 

　（変更後）

具体的な使途 金額（千円） 支払予定時期

人材の採用費及び人件費 153,476 平成28年３月～平成31年１月

広告宣伝費 89,880 平成28年３月～平成31年１月

株式会社ジープの株式取得 180,000 平成28年９月

合計 423,356  

(注)金額は平成28年２月23日付の訂正届出書（第２回訂正分）における調達額となります。
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（６）【所有者別状況】

平成29年１月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地方
公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 1 17 13 8 － 675 714 －

所有株式数

（単元）
－ 16 622 4,819 366 － 11,525 17,348 300

所有株式数の

割合（％）
－ 0.09 3.59 27.78 2.11 － 66.43 100.0 －

（注）自己株式39株は、「単元未満株式の状況」に含まれております。

 

 

（７）【大株主の状況】

  平成29年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

水口　通夫 東京都大田区 690,600 39.80

㈱ゼネラルアサヒ 福岡市東区松田3-777 371,000 21.38

㈱ＭＭパートナー 東京都大田区北千束1-52-2 80,500 4.63

渡邉　薫 東京都港区 54,800 3.15

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 40,800 2.35

佐藤　久美子 東京都港区 32,200 1.85

バリューゴルフ従業員持株会 東京都港区芝4-3-5 28,400 1.63

中村　剛 大阪府大阪市西区 25,000 1.44

㈱北斗社 東京都文京区大塚3-38-10 25,000 1.44

吉田　一彦 東京都千代田区 24,800 1.42

渡辺　和昭 千葉県船橋市 24,800 1.42

計 － 1,397,900 80.56
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

1,734,800
17,348 －

単元未満株式 300 － －

発行済株式総数 1,735,100 － －

総株主の議決権 － 17,348 －

 

②【自己株式等】

平成29年１月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。

　当該制度は、会社法に基づき平成23年４月25日第７回定時株主総会終結後に在任する取締役、監査役及び一

部の従業員に対して新株予約権を付与することを、平成23年４月25日の第７回定時株主総会において決議され

たものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成23年４月25日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役５名、当社監査役１名、当社従業員24名

及び社外協力者２名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）退職による権利の喪失等により、本書提出日現在の付与対象者の区分及び人数は、取締役４名、監査役１名、従業

員７名、社外協力者１名、合計13名となっております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 39 72,969

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成29年３月31日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 39 － 39 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成29年３月31日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡しによる株式は含まれておりません。

 

 

３【配当政策】

　当社の利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定し

た配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

　当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。その他、当社は会社法第

454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　しかしながら当社は、未だ成長段階であることから、経営基盤強化を目的として、内部留保の充実を図るため、設

立以来、配当を行っておりません。

　今後は、将来の事業拡大に必要な内部留保とのバランスを考えながら、企業価値の向上に努め、株主への利益還元

を検討する所存です。

　内部留保資金につきましては、経営基盤の長期安定に向けた財務体質の強化及び事業の継続的な拡大発展を実現さ

せるための資金として活用していく所存であります。
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４【株価の推移】

（１）【最近5年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成25年１月 平成26年１月 平成27年１月 平成28年１月 平成29年１月

最高（円） － － － － 3,400

最低（円） － － － － 1,350

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（マザーズ市場）におけるものであります。

なお、平成28年３月２日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当
事項はありません。

 

（２）【最近6月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年８月 平成28年９月 平成28年10月 平成28年11月 平成28年12月 平成29年１月

最高（円） 1,780 1,725 2,100 1,888 1,574 1,565

最低（円） 1,490 1,448 1,578 1,518 1,375 1,391

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（マザーズ市場）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性９名　女性１名　（役員のうち女性の比率10.0％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長  水口　通夫 昭和32年５月４日生

平成16年２月　当社設立　代表取締役社長就

任（現任）

平成28年９月　㈱ジープ取締役就任（現任）

(注）３ 690,600

取締役 編集制作部担当 佐藤　久美子 昭和44年６月21日生
平成16年２月　当社設立　取締役就任（現

任）
(注）３ 32,200

取締役 新規事業担当 吉田　一彦 昭和35年10月14日生

昭和59年４月　㈱リクルート(現 ㈱リクルー

トホールディングス）入社

平成17年10月　当社入社　営業部長

平成18年８月　当社取締役就任　営業本部長

(注）３ 24,800

取締役 管理部部長 渡辺　和昭 昭和45年10月29日生

平成５年４月　東海興業㈱入社

平成８年４月　㈱グランドベスト入社

平成10年10月　㈱ガリバーインターナショナ

ル入社

平成17年１月　当社入社　管理部部長（現

任）

平成20年４月　当社取締役就任（現任）

平成24年３月　㈱スクラム代表取締役就任

(注）３ 24,800

取締役 東日本営業担当 岡村　達也 昭和49年６月１日生

平成９年４月　広商事㈱　入社

平成12年４月　㈱フリーメーカー　入社

平成17年４月　当社入社

平成20年４月　当社営業部部長就任

平成29年４月　当社取締役就任（現任）

(注）３ 11,200

取締役 西日本営業担当 山上　陽平 昭和57年３月16日生

平成17年４月　当社入社

平成21年２月　当社営業部部長就任

平成29年４月　当社取締役就任（現任）

(注）３ 12,000

取締役  田中　壽夫 昭和11年３月１日生

昭和37年４月　㈱大学新聞広告社（現　㈱リ

クルートホールディングス）

入社

昭和38年４月　同社取締役就任

昭和51年10月　同社専務取締役就任

昭和61年４月　㈱リクルートインターナショ

ナル　代表取締役社長就任

平成６年８月　㈱教育開発（現　㈱フュー

チャート）設立　代表取締役

社長就任

平成23年２月　同社相談役就任（現任）

平成27年11月　当社取締役就任（現任）

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役  志治　正紀 昭和33年１月28日生

昭和56年１月　㈱日本リクルートセンター

(現　㈱リクルートホールディ

ングス）入社

昭和59年１月　㈱リクルートフロムエー

（現　㈱リクルートジョブ

ズ）へ転籍

昭和60年１月　㈱太陽鉱油入社

昭和63年３月　㈱東京宇佐美（現　㈱東日本

宇佐美）入社

平成16年３月　当社入社　営業部長

平成17年８月　当社関西支社長

平成26年１月　当社監査役就任（現任）

(注）４ 1,300

監査役  栗原　章 昭和47年２月21日生

平成７年８月　立野経営会計事務所入所

平成８年３月　山田淳一郎税理士事務所

　　　　　　　（現　税理士法人山田＆パー

トナーズ）入所

平成10年６月　公認会計士登録

平成16年７月　優成監査法人入所

平成16年12月　栗原公認会計士事務所開設

　　　　　　　代表就任（現任）

平成21年２月　税理士登録

平成27年４月　当社監査役就任（現任）

(注）４ －

監査役  辻　広司 昭和40年12月８日生

昭和63年４月　㈱綜合教育社入社

平成２年12月　㈱東京リーガルマインド入社

平成８年８月　㈱建築資料研究社入社

平成16年10月　弁護士登録

　　　　　　　東京コンサル法律事務所入所

平成22年３月　アクロス法律事務所開設

　　　　　　　代表就任（現任）

平成27年４月　当社監査役就任（現任）

(注）４ －

計 796,900

　（注）１．取締役田中壽夫は、社外取締役であります。

２．監査役栗原章及び辻広司は、社外監査役であります。

３．平成29年４月25日開催の定時株主総会終結の時から、平成31年１月期に係る定時株主総会の終結の時までで

あります。

４．平成27年11月10日開催の臨時株主総会終結の時から、平成31年１月期に係る定時株主総会の終結の時までで

あります。

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次の通りであります。
 

氏名 生年月日 略歴
所有する当社
の株式数

廣田　幹雄 昭和25年５月６日

昭和50年４月　㈱住宅新報社入社

昭和55年10月　㈱日本リクルートセンター（現㈱リクルートホー

ルディングス）入社

昭和62年４月　㈱リクルートコスモス（現㈱コスモスイニシア）

転籍

平成８年７月　同社取締役就任

平成16年６月　同社監査役就任

平成25年７月　ネクスト・ステージ・ラボ開設

　　　　　　　所長就任（現任）

（重要な兼職の状況）

ネクスト・ステージ・ラボ　所長

－
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主・投資家のみならず社員や取引先等全てのステークホルダーから正しく理解され、ステークホ

ルダーとの間に生まれる信頼と共栄の関係を継続させることが、長期的に企業価値の最大化を実現するものと

考えております。この意識を念頭に置き、全てのステークホルダーより信頼を得る企業を目指すべく、コーポ

レート・ガバナンスの充実を経営上の最も重要な課題の一つとしております。

　これらを実現するために、経営の健全性、効率性及び透明性を高め、経営の意思決定、業務執行・監督、内

部統制等について適切な体制を構築しております。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ．企業統治の体制の概要

　当社は、会社の機関として、取締役会、監査役会及び会計監査人を設置しております。また、日常的に業

務を監視する役割として内部監査室を設置し、これら各機関の相互連携により、経営の健全性・効率性を確

保しております。当社の各機関等の内容は以下のとおりであります。

（イ）取締役会

　取締役会は取締役７名（うち、社外取締役１名）で構成され、取締役会規程に基づき、定例取締役会

を毎月１回、又は必要に応じて臨時取締役会を随時開催しております。また、取締役会には３名の監査

役も出席し、業務の執行状況について、法令及び定款に違反していないかのチェックを行うとともに、

必要に応じて意見を述べております。

（ロ）経営会議

　当社では、取締役会に準ずる会議体として、経営会議を設置しております。経営会議は、取締役及び

常勤監査役並びに代表取締役社長の指名する従業員によって構成されており、経営に関する事項及び事

業運営に係る事項について協議及び審議するとともに、全社的な調整や対策ができる体制を整備してお

ります。

（ハ）監査役及び監査役会

　監査役会は、監査役３名（うち、社外監査役２名）により構成され、毎月１回の監査役会を開催する

とともに、必要に応じて臨時監査役会を開催し、会社の運営状況等について意見交換を行い、監査方

針、監査計画、監査に関する重要事項の協議及び決議を行っております。

　また、前述の取締役会への出席のほか、業務、財務の状況の調査等を通じて、取締役の業務執行につ

いての監査を行っているほか、内部監査室及び会計監査人と定期的に会議を開催することにより、監査

に必要な情報の共有化を図っております。

（ニ）会計監査人

　当社は、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結し、監査を受けております。

（ホ）内部監査室

　当社は、代表取締役社長直轄の部署として内部監査室を設置し、定期的に内部監査を実施するととも

に、その結果を代表取締役社長に報告しております。代表取締役社長は内部監査結果を受け、被監査部

門に内部監査結果及び改善事項を通知し、改善報告書を提出させることとしております。なお、内部監

査担当は、内部監査の状況等について、随時、監査役及び会計監査人と連携しております。
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　当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状

況は以下のとおりであります。

 

ロ．当該体制を採用する理由

　当社はコーポレート・ガバナンスにおいて、透明性・健全性の向上、及び経営環境の変化に対応した意思

決定の迅速化のため、上記体制を採用しております。

　また、外部からの客観的かつ中立的な経営監視の機能が重要であると考えており、各方面で豊富な経験と

高度な専門知識、幅広い見識を有している監査役の内の２名を社外監査役としております。

 

③　内部統制システムの整備の状況

　当社は業務の適正性を確保するための体制として、平成27年８月の取締役会にて、「内部統制基本方針」を

定める決議を行い、当該基本方針に基づいた運営を行ってまいります。

イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ）取締役及び使用人が法令を遵守することはもとより、定款を遵守し、社会規範を尊重し、企業理念に

則った行動をとるため、「経営理念」「OUR VISION」「行動指針」を定め、周知徹底を図る。

ロ）コンプライアンスの徹底を図るため、代表取締役社長は、基本的な方針について宣言するとともに、管

理部部長をコンプライアンス全体に関する総括責任者として任命し、コンプライアンス体制の構築・維

持・整備にあたる。監査役及び内部監査室長は連携し、コンプライアンス体制の状況を調査する。これ

らの活動は取締役会及び監査役会に報告されるものとする。

ハ）法令違反の疑義ある行為等について、使用人が通報できる社外の弁護士を窓口とする内部通報制度を整

備するとともに、通報者に不利益がないことを確保する。

 

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務に係る情報については、「文書管理規程」に基づき適切かつ確実に処理し、必要に応じて閲

覧が可能な状態を維持する。

 

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ）当社のリスク管理を体系的に定める「リスクマネジメント基本管理規程」を制定し、同規程に基づくリ

スク管理体制の構築及び運用を行う。

ロ）「内部監査規程」を制定し、内部監査室長は各部署毎のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的

に代表取締役社長に報告する。

ハ）「緊急事態対応規程」を制定し、緊急事態の発生に際し、速やかにその状況を把握、確認し、迅速かつ

適切に対処するとともに、被害を最小限に食い止める体制をとる。

 

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
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イ）経営の適正性、健全性を確保し、業務執行の効率化を図るため、経営の意思決定・監督機関としての取

締役会の機能と、その意思決定に基づく業務執行機能を明確にする。

ロ）中期経営計画及び単年度予算を立案し、全社的な数値目標を設定する。その達成に向けて、取締役会、

経営会議にて、具体策の立案及び進捗管理を行う。

ハ）取締役会の職務の執行については、「職務分掌規程」、「職務権限規程」において、それぞれの責任者

の職務内容及び責任を定め、効率的に職務の執行が行われる体制をとる。

 

ホ．当社及び子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社グループの総合的かつ健全な発展を図り、業務の適正性を確保するために、「関係会社管理規

程」を制定し、子会社の事業運営に関する重要な事項については当社の承認を必要とする。

ロ）子会社の損失の危機の管理に関する規定その他の体制

　当社グループは「関係会社管理規程」に基づき、子会社の事業運営を管理し、事業の適正化を確保す

る。

ハ）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社グループにおける経営課題に対する共通認識を持ち、子会社における職位の責任と権限を明確に

し効率的な業務運営を行う。

ニ）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令に及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、子会社の遵法体制その他の業務の適正を確保するための体制の整備に関する指導及び支援を

行う。

 

ヘ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役補助者として適切な者を任命する。

 

ト．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指

示の実効性の確保に関する事項

　監査役補助者の独立性を担保するため、その任命・異動・評価・懲戒については、監査役会の意見を尊重

し、決定する。

 

チ．監査役への報告に関する体制

イ）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

ａ．監査役は取締役会及び重要な会議に出席し、業務執行状況の報告を受ける。

ｂ．監査役は主要な稟議書その他社内の重要書類を閲覧する。

ｃ．監査役は定期的に代表取締役社長との意見交換会を開催するほか、他の取締役及び使用人からその

職務執行等に関する報告・説明を受けることができる。

 

ロ）子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けたものが監査役に報告するための体制

　監査役は、必要に応じて子会社の取締役、使用人等に説明を求めることができるものする。また子会

社の取締役及び使用人等は、会社に著しい影響を及ぼすおそれのある事実を発見したときには、直ちに

監査役に報告するものとする。

 

リ．監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための

体制

「内部通報制度運用規程」において、通報者に不利益が及ばないよう配慮する。

 

ヌ．監査役の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務の執行について生じる費用の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でない

と認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

 

ル．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ）代表取締役は取締役及び使用人に対する監査役監査の重要性を認識し、監査役監査の環境を整備するよ

うに努める。

ロ）監査役が必要と認めたときは、代表取締役と協議の上、特定の事項について内部監査室に監査の協力を

求めることができる。

ハ）監査役は監査法人と両者の監査業務の品質及び効率を高めるため、相互協議に基づき、情報・意見交換

等の緊密な連携をとる。

ヲ．業務の適正を確保するための体制の運用の状況
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　上記の業務の適正を確保するための体制につきましては、各部署においてその適切な運用に努めるととも

に、内部監査室がその運用状況を随時モニタリングしております。改定した業務の適正を確保するための体制

の運用につきましては、コンプライアンスの徹底、監査役への報告に関する体制強化の観点から、取締役、監

査役及び全ての従業員が共有するとともに、重要なリスクについて経営のマネジメントサイクルの中で統制

し、リスクの低減を図っております。

 

④　リスク管理体制の整備の状況

　当社は、継続的な成長を確保するためリスク管理を経営の重要課題と捉え、全社的なリスク管理体制の強化

を図るために、「リスクマネジメント基本管理規程」を定めております。また、「リスクマネジメント基本管

理規程」に基づき、管理部長を責任者としたリスク管理委員会を設置し、社内リスクの洗い出しとそれらのレ

ベル分けを各部署で検討の上、同委員会にて報告と検討をし、その後、優先的対応案件から順次予防と再発防

止策の策定及び実施を致します。リスク管理委員会の議事内容については、代表取締役社長に報告され、取締

役会においても必要に応じ、リスク管理に関して協議を行い、具体的な対応を検討しております。

 

⑤　提出会社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社は、当社子会社を当社の一部署と位置づけ、子会社の組織を含めた指揮命令系統及び権限並びに報告義

務を設定し、当社及び当社子会社を網羅的・統括的に管理しております。また、内部監査部門は、当社及び当

社子会社全体の内部監査を実施しております。

 

⑥　社外取締役及び社外監査役について

イ．社外取締役

　当社の社外取締役は１名であります。当社では社外取締役１名を東京証券取引所が定める有価証券上場規

程及び同規程施行規則に規定する独立役員として指定しております。

　田中壽夫氏は、複数の企業の役員、代表取締役社長などの経験を有し、豊富な経験と幅広い見識による専

門的見地から社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断し平成27年11月に選任しております。

　社外取締役田中壽夫氏と当社の間において、人的、資本的関係及び取引関係その他の利害関係はありませ

ん。

 

ロ．社外監査役

　当社の社外監査役は２名であります。当社では、社外監査役２名を東京証券取引所が定める有価証券上場

規程及び同規程施行規則に規定する独立役員として指定しております。

　栗原章氏は、公認会計士として、財務及び会計に関する豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に活かした

いため選任しております。

　辻広司氏は、弁護士として培われた高度な人格と専門的な法務及びコンプライアンスに対する知見を有し

ており、当社の監査体制の強化に努めております。

　社外監査役栗原章氏及び辻広司氏と当社の間において、人的、資本的関係及び取引関係その他の利害関係

はありません。

 

⑦　内部監査及び監査役監査

　内部監査は、内部監査を担当する内部監査室（内部監査室長１名）が行っております。内部監査規程に基づ

き、業務実施の有効性及び正確性、コンプライアンスの遵守状況及び情報セキュリティ活動の運用状況につい

て定期的に監査を行い、その結果を代表取締役社長に対して報告するとともに、業務の改善及び適切な運営に

向けての具体的な助言や勧告を行っております。

　監査役（常勤監査役１名、非常勤監査役２名）は、監査役会で策定した監査計画に基づいて、当社及び子会

社の業務全般について、常勤監査役を中心として計画的かつ網羅的な監査を実施しております。また、取締役

会その他重要な会議に出席し意見を述べるほか、取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通じ監査を実

施しております。

　監査役と内部監査担当者は、内部監査報告書等の共有の他、適宜会合を開催しコミュニケーションを図って

おります。また、会計監査人とは監査実施時に、監査役、内部監査担当者と個別に情報を共有しておりま

す。
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⑧　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数

（人）基本報酬
ストックオプ
ション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
51,300 51,300 － － － 5

監査役

（社外監査役を除く）
5,566 5,566 － － － 1

社外役員 8,400 8,400 － － － 3

 

ロ．報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

総額（千円） 対象となる役員の員数（人） 内容

32,264 4 部長職としての給与であります。

 

ニ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　株主総会において承認された報酬限度額の範囲内において決定しております。各取締役の報酬につきまし

ては、役位及び担当職務、各期の業績等を総合的に勘案して決定しております。各監査役の報酬につきまし

ては、監査役会の協議により決定しております。

 

⑨　会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、有限責任 あずさ監査法人に所属しております浅野俊治氏及

び川口靖仁氏であり、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他５名であります。なお、

継続監査年数が７年以内のため、年数の記載を省略しております。

　当社と会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円又は会社法第425条第１項に定める額のいずれか高い額

としております。
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⑩　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取

締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免

除することができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能

力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

⑪　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役とは定款第30条、社外監査役とは定款第41条の規定に基づき、会社法第427条第１項に定

める賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、100万円又は会社法第425

条第１項各号に定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められるの

は、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないとき

に限られます。

 

⑫　取締役の定数

　当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。

 

⑬　取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　なお、当社の取締役の選任について、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 

⑭　取締役の解任決議要件

　当社は、取締役の解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が

出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

 

⑮　自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって、自己の株式を取得することができ

る旨定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、

市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

 

⑯　中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年７月31日を基準日として、中間配

当を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためであり

ます。

 

⑰　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 13,000 － 19,800 1,500

連結子会社 － － － －

計 13,000 － 19,800 1,500

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

当社は、監査公認会計士等に対して、コンフォートレター作成業務等についての対価を支払っております。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する報酬の金額は、監査証明業務に係る人員数、監査日数等を勘案し、決定する

方針としております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成28年２月１日から平成29年１月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成28年２月１日から平成29年１月31日まで）の財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握できる体制を整備するため、監査法人等の行う研修への参加や会計専門誌の定期購読等を行っており

ます。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年１月31日)
当連結会計年度

(平成29年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 305,922 745,700

売掛金 145,596 210,078

商品 72 342,009

繰延税金資産 2,633 13,351

その他 5,419 35,660

貸倒引当金 △633 △381

流動資産合計 459,011 1,346,418

固定資産   

有形固定資産   

建物 9,744 67,525

減価償却累計額 △3,307 △34,776

建物（純額） 6,436 32,749

土地 95 95

建設仮勘定 － 3,879

その他 5,386 76,553

減価償却累計額 △4,312 △74,397

その他（純額） 1,074 2,155

有形固定資産合計 7,606 38,880

無形固定資産   

ソフトウエア 13,377 19,921

のれん - 135,571

その他 - 10,031

無形固定資産合計 13,377 165,524

投資その他の資産   

投資有価証券 5,118 4,377

繰延税金資産 419 -

その他 21,189 65,564

貸倒引当金 △3,201 △4,776

投資その他の資産合計 23,525 65,166

固定資産合計 44,510 269,570

繰延資産   

株式交付費 1,917 3,730

繰延資産合計 1,917 3,730

資産合計 505,439 1,619,719
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年１月31日)
当連結会計年度

(平成29年１月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 41,000 79,221

短期借入金 - 100,000

1年内償還予定の社債 30,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 32,351 86,508

未払金 44,480 61,033

未払法人税等 18,283 28,388

返品調整引当金 4,663 2,314

ポイント引当金 - 5,079

その他 26,804 24,964

流動負債合計 197,584 407,509

固定負債   

社債 50,000 30,000

長期借入金 36,997 454,556

資産除去債務 3,617 11,883

繰延税金負債 - 2,265

固定負債合計 90,614 498,704

負債合計 288,198 906,214

純資産の部   

株主資本   

資本金 145,800 364,353

資本剰余金 138,291 356,844

利益剰余金 △66,929 △8,632

自己株式 - △72

株主資本合計 217,161 712,492

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 78 1,013

その他の包括利益累計額合計 78 1,013

純資産合計 217,240 713,505

負債純資産合計 505,439 1,619,719
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成27年２月１日
　至　平成28年１月31日)

 当連結会計年度
(自　平成28年２月１日
　至　平成29年１月31日)

売上高 997,505 1,586,174

売上原価 ※１ 330,347 ※１ 843,562

売上総利益 667,157 742,611

販売費及び一般管理費 ※２ 537,129 ※２ 649,653

営業利益 130,027 92,958

営業外収益   

受取利息及び配当金 89 156

賃貸収入 960 974

保険解約返戻金 3,786 －

為替差益 － 5,147

その他 243 1,299

営業外収益合計 5,080 7,578

営業外費用   

支払利息 2,743 5,078

支払保証料 1,232 1,164

賃貸費用 960 974

支払手数料 － 2,000

株式交付費償却 － 1,864

その他 309 56

営業外費用合計 5,247 11,139

経常利益 129,860 89,397

税金等調整前当期純利益 129,860 89,397

法人税、住民税及び事業税 30,191 39,269

法人税等調整額 5,379 △8,168

法人税等合計 35,571 31,101

当期純利益 94,288 58,296

親会社株主に帰属する当期純利益 94,288 58,296
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成27年２月１日
　至　平成28年１月31日)

 当連結会計年度
(自　平成28年２月１日
　至　平成29年１月31日)

当期純利益 94,288 58,296

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 11 934

その他の包括利益合計 11 934

包括利益 94,300 59,230

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 94,300 59,230
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成27年２月１日　至　平成28年１月31日）

      （単位：千円）

 株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 145,800 138,291 △161,218 122,873 67 67 122,940

当期変動額        

新株の発行        

新株の発行（新株予約権の行
使）

       

親会社株主に帰属する当期純利
益

  94,288 94,288   94,288

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

    11 11 11

当期変動額合計 － － 94,288 94,288 11 11 94,300

当期末残高 145,800 138,291 △66,929 217,161 78 78 217,240

 

EDINET提出書類

株式会社バリューゴルフ(E32108)

有価証券報告書

46/91



 

当連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

      

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 145,800 138,291 △66,929 - 217,161

当期変動額      

新株の発行 216,928 216,928   433,856

新株の発行（新株予約権の行
使）

1,625 1,625   3,250

親会社株主に帰属する当期純利
益

  58,296  58,296

自己株式の取得    △72 △72

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

    -

当期変動額合計 218,553 218,553 58,296 △72 495,330

当期末残高 364,353 356,844 △8,632 △72 712,492

 

  （単位：千円）

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 78 78 217,240

当期変動額    

新株の発行   433,856

新株の発行（新株予約権の行
使）

  3,250

親会社株主に帰属する当期純利
益

  58,296

自己株式の取得   △72

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

934 934 934

当期変動額合計 934 934 496,264

当期末残高 1,013 1,013 713,505
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成27年２月１日
　至　平成28年１月31日)

 当連結会計年度
(自　平成28年２月１日
　至　平成29年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 129,860 89,397

減価償却費 14,425 13,938

のれん償却額 － 12,324

貸倒引当金の増減額（△は減少） △284 1,322

ポイント引当金の増減額（△は減少） － △6,201

返品調整引当金の増減額（△は減少） 4,663 △2,349

為替差損益（△は益） － △10,758

受取利息及び受取配当金 △89 △156

保険解約返戻金 △3,786 －

支払利息 2,743 5,078

売上債権の増減額（△は増加） △46,062 23,481

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,810 △5,995

仕入債務の増減額（△は減少） 6,993 △33,065

未払金の増減額（△は減少） △6,115 △12,377

その他 △6,418 △16,207

小計 98,740 58,432

利息及び配当金の受取額 73 207

利息の支払額 △2,680 △5,693

法人税等の支払額 △32,960 △30,278

営業活動によるキャッシュ・フロー 63,173 22,667

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △120 △508

無形固定資産の取得による支出 △350 －

定期預金の預入による支出 △30,012 －

定期預金の払戻による収入 30,005 －

投資有価証券の売却による収入 － 5,114

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ 229,867

その他 9,198 1,105

投資活動によるキャッシュ・フロー 8,721 235,578

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △409,516

長期借入れによる収入 － 400,000

長期借入金の返済による支出 △66,939 △221,228

株式の発行による収入 － 427,761

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 3,750

社債の償還による支出 △36,000 △30,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △102,939 170,767

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 10,758

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △31,043 439,772

現金及び現金同等物の期首残高 306,953 275,909

現金及び現金同等物の期末残高 275,909 715,681
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　3社

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の名称

　株式会社スクラム、株式会社バリューメディカル、株式会社ジープ

　　株式会社ジープは、平成28年９月に株式を取得したことにより、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。

 

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

　該当事項はありません。

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。

 

ロ　たな卸資産

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算出）を採

用しております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

　主に定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　15～25年

 

ロ　無形固定資産

　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

 

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

ロ　返品調整引当金

　売上返品による損失に備えるため、過去の返品率の実績に基づき返品調整引当金を計上しておりま

す。

ハ　ポイント引当金

　会員に付与したポイントの将来の利用にそなえるため、当連結会計年度末における将来利用見込み額

を計上しております。
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(4）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却方法については、５年間の均等償却を行っております。

 

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ　繰延資産の処理方法

　株式交付費

　　定額法（３年）により償却しております。

ロ　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、

当連結会計年度の費用として処理しております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当連結会計年度から適用し、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に

変更しております。また、当連結会計年度の期首以降に実施される企業結合については、企業結合日の属する連結会

計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、当連結会計年度営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ20,000千円減少しておりま

す。

　また、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利

益はそれぞれ11.78円、11.42円及び7.72円減少しております。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当連結会計年度において、連結財務諸表への影響額はありません。

 

 

（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

　前連結会計年度
（自　平成27年２月１日

　　至　平成28年１月31日）

　当連結会計年度
（自　平成28年２月１日

　　至　平成29年１月31日）

3,261千円 2,065千円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成27年２月１日
　　至　平成28年１月31日）

　当連結会計年度
（自　平成28年２月１日

　　至　平成29年１月31日）

給料及び手当 179,790千円 188,012千円

貸倒引当金繰入額 △137 1,322

退職給付費用 2,441 3,284

役員報酬 61,586 76,976
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 13千円 1,304千円

組替調整額 － △114

税効果調整前 13 1,189

税効果額 △1 △255

その他有価証券評価差額金 11 934

その他の包括利益合計 11 934
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成27年２月１日　至　平成28年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１，２ 13,596 1,346,004 － 1,359,600

合計 13,596 1,346,004 － 1,359,600

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

（注）１．当社は平成27年10月31日付で１株につき100株の割合で株式分割を行っております。

２．普通株式の発行済株式数の増加1,346,004株は、株式分割によるものであります。

 

２．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

 

当連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,359,600 375,500 － 1,735,100

合計 1,359,600 375,500 － 1,735,100

自己株式     

普通株式 － 39 － 39

合計 － 39 － 39

（変動事由の概要）

東京証券取引所マザーズ市場上場に伴う公募増資による増加　320,000株

オーバーアロットメントによる売出しに関連する第三者割当増資による増加　48,000株

新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加　7,500株

 

２．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

現金及び預金勘定 305,922千円 745,700千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △30,012 △30,018

現金及び現金同等物 275,909 715,681

 

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　平成27年２月１日　至　平成28年１月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

　当社は、平成28年９月１日付で株式会社ジープの全株式を取得し、連結子会社化いたしました。本企業結合に

より新たに株式会社ジープを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得

による収入（純額）との関係は次のとおりであります。

  

流動資産 951,983千円

固定資産 94,881

のれん 147,896

流動負債 △782,108

固定負債 △252,653

株式の取得価額 159,999

現金及び現金同等物 389,866

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 229,867

 

 

（リース取引関係）

（借主側）

オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（平成28年１月31日）
当連結会計年度

（平成29年１月31日）

１年内 1,385 1,487

１年超 2,106 2,498

合計 3,492 3,985
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、必要資金を金融機関からの借入れや社債発行により調達しております。

一時的な余資については、主に安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は行わな

い方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

外貨建預金は為替リスクに晒されております。

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、上場株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等は１年以内の支払期日であります。また、借入金及び社

債は主に運転資金の調達を目的としたものであります。

営業債務は流動性リスクに、借入金、社債は流動性リスク及び金利変動リスクに晒されております。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権等については、管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと

に債権の期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や取引先企業の財政状況等を把握し、また市況や取引先企

業の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、一部、固定金利による調達をすることでリ

スクの低減を図っております。また、支払金利の変動を定期的にモニタリングし、金利変動リスクの

早期把握を図っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リス

クを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度（平成28年１月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 305,922 305,922 －

(2）売掛金 145,596 145,596 －

(3）投資有価証券 5,118 5,118 －

資産計 456,636 456,636 －

(1）買掛金 41,000 41,000 －

(2）未払金 44,480 44,480 －

(3）未払法人税等 18,283 18,283 －

(4）社債（1年内償還予定含む） 80,000 79,911 △88

(5）長期借入金（1年内返済予定含む） 69,348 69,933 585

負債計 253,112 253,609 496

 

当連結会計年度（平成29年１月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 745,700 745,700 －

(2）売掛金 210,078 210,078 －

(3）投資有価証券 4,377 4,377 －

資産計 960,156 960,156 －

(1）買掛金 79,221 79,221 －

(2）未払金 61,033 61,033 －

(3）未払法人税等 28,388 28,388 －

(4）短期借入金 100,000 100,000 －

(5）社債（1年内償還予定含む） 50,000 50,022 22

(6）長期借入金（1年内返済予定含む） 541,064 538,328 △2,735

負債計 859,707 856,995 △2,712

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）投資有価証券

株式等は取引所の価格によっております。
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負　債

(1）買掛金、(2）未払金、(3）未払法人税等、（4）短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(5）社債（1年内償還予定含む）、(6）長期借入金（1年内返済予定含む）

これらの時価は、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規社債発行又は新規借入を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

変動金利によるものは、金利が一定期間ごとに更改される条件となっていることから時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。

 

２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成28年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 305,922 － － －

売掛金 145,596 － － －

合計 451,518 － － －

 

当連結会計年度（平成29年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 745,700 － － －

売掛金 210,078 － － －

合計 955,779 － － －

 

３．短期借入金、社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成28年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

社債 30,000 20,000 20,000 10,000 － －

長期借入金 32,351 15,506 13,356 4,559 3,576 －

合計 62,351 35,506 33,356 14,559 3,576 －

 

当連結会計年度（平成29年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 100,000 － － － － －

社債 20,000 20,000 10,000 － － －

長期借入金 86,508 94,608 94,608 83,924 91,916 89,500

合計 106,508 114,608 104,608 83,924 91,916 89,500
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成28年１月31日）

 種類
連結貸借対照表計
上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの

その他 5,118 5,000 118

小計 5,118 5,000 118

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの

その他 － － －

小計 － － －

合計 5,118 5,000 118

 

当連結会計年度（平成29年１月31日）

 種類
連結貸借対照表計
上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの

その他 4,377 3,069 1,307

小計 4,377 3,069 1,307

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの

その他 － － －

小計 － － －

合計 4,377 3,069 1,307

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成27年２月１日　至　平成28年１月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

 

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

① 国債・地方債等 5,135 135 －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 5,135 135 －
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定拠出年金制度を採用しております。また、一部の連結子会

社は、中小企業退職金共済制度（中退共）に加入しております。

 

２．確定拠出制度

　確定拠出年金への掛金支払額は、前連結会計年度（自　平成27年２月１日　至　平成28年１月31日）

2,495千円、当連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）2,565千円であります。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

売上原価の株式報酬費用 － －

販売費及び一般管理費の株式報酬費用 － －

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 第３回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　５名

当社監査役　１名

当社従業員　24名

社外協力者　２名

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）
普通株式　96,900株

付与日 平成23年５月11日

権利確定条件 権利確定条件の定めはありません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成25年４月26日

至　平成33年４月24日

　（注）　株式数に換算して記載しております。なお、平成27年10月31日付株式分割（１株につき100株の割合）による

分割後の株式数に換算して記載しております。

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成29年１月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  第３回新株予約権

権利確定前 （株）  

前連結会計年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後 （株）  

前連結会計年度末  79,400

権利確定  －

権利行使  7,500

失効  －

未行使残  71,900

　（注）　平成27年10月31日付株式分割（１株につき100株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しておりま

す。
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②　単価情報

  第３回新株予約権

権利行使価格 （円） 500

行使時平均株価 （円） 1,632

付与日における公正な評価単価 （円） －

　（注）　平成27年10月31日付株式分割（１株につき100株の割合）による分割後の価格に換算して記載しております。

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積もりは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採

用しております。

 

４．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源

的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における

本源的価値の合計額

① 当連結会計年度における本源的価値の合計額                    86,855千円

② 当連結会計年度において権利行使された本源的価値の合計額      10,722千円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年１月31日）

 

 

当連結会計年度
（平成29年１月31日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 1,243千円  2,404千円

貸倒引当金 209  117

貸倒損失否認額 5,706  5,416

棚卸資産評価損 1,040  1,251

返品調整引当金 1,277  800

ポイント引当金 －  1,716

繰越欠損金 －  9,851

その他 1,181  1,066

小計 10,657  22,624

評価性引当額 △8,023  △9,273

繰延税金資産（流動）合計 2,633  13,351

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金 1,935  1,462

繰越欠損金 4,696  183,828

ソフトウェア償却超過額 1,119  -

資産除去債務 1,166  1,124

小計 8,918  186,415

評価性引当額 △7,798  △186,415

繰延税金資産（固定）合計 1,119  -

繰延税金負債（固定） －   

資産除去債務に対する除去費用 △660  △1,970

その他有価証券評価差額金 △39  △294

繰延税金負債（固定）合計 △699  △2,265

繰延税金資産の純額 3,053  11,086

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度

（平成28年１月31日）

 

 

当連結会計年度
（平成29年１月31日）

法定実効税率 35.6％  33.1％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.7  9.0

住民税均等割 1.1  1.9

のれん償却費 －  4.6

株式取得費用 －  7.4

評価性引当額の増減 △13.2  △2.0

税率変更による期末繰延税金資産の修正 0.2  0.4

繰越欠損金の充当額 －  △19.0

その他 △0.1  0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.4  34.8

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　平成28年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一

部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年

度より法人税率等が変更されることとなりました。

　これに伴い、平成29年２月１日に開始する連結会計年度及び平成30年２月１日に開始する連結会計年度に

おいて解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産および繰延税金負債を計算する法定実効税率が

32.3%から30.9％に、平成31年２月１日に開始する連結会計年度以降において解消が見込まれる一時差異に
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ついては、繰延税金資産および繰延税金負債を計算する法定実効税率が32.3%から30.6％にそれぞれ変更さ

れることとなります。

　なお、これらの税率変更による翌連結会計年度への影響は軽微であります。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

　当社は平成28年８月22日開催の取締役会において、株式会社ジープの株式を取得し、子会社化することにつ

いて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。また、平成28年９月１日付で株式取得が完了いたし

ました。

(1) 企業結合の内容

①被取得企業の名称及びその事業の内容

　被取得企業の名称　株式会社ジープ

　事業の内容　　　　ゴルフ用品の販売、スポーツ用品の販売

②企業結合を行った主な理由

　今回の株式取得の目的は、ゴルフ事業の中長期的な成長をより強固なものにしていくことであります。

まずは、株式会社ジープが運営するWEBショップ「ジーパーズ　ゴルフショップ」の約10万人の会員を、当

社が提供する「１人予約ランド」等のサービスへ誘導することで、当社既存事業の成長を加速させること

ができると考えております。

　またゴルフ用品の売上高は登録会員数に比例する部分があるため、逆に当社のサービスに登録している

会員を株式会社ジープの会員と融合させていくことで、同社の売上利益増に大きく寄与するものと考えて

おります。

　このように、当社グループの提供するサービスのラインナップが奥行きを増すことで、登録会員の拡大

及び深いリレーションを構築することができると考えております。また、これらが実現された後には、登

録会員というアセットを活用して、ゴルフ事業自体の新たな事業を展開することも視野に入れておりま

す。

③企業結合日

　平成28年９月１日

④取得した議決権比率

　企業結合直前に所有していた議決権比率　　 －

　企業結合日に追加取得した議決権比率　　　100％

　取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　100％

 

(2) 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間

　平成28年９月１日から平成29年１月31日まで

 

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　現金 159,999千円

取得原価 159,999千円

 

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

　アドバイザリー費用等　20,000千円

 

(5) 発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

　147,896千円

②発生要因

　株式会社ジープの今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間

　５年間にわたる均等償却

 

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

  

流動資産 951,983千円

固定資産 94,881千円

資産計 1,046,864千円

流動負債 782,108千円

固定負債 252,653千円

負債計 1,034,761千円

 

(7) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及

ぼす影響の概算額及びその算定方法
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売上高 874,278千円

営業利益 2,876千円

（概算額の算定方法）

　企業結合が連結会計年度開始の日に開始したと仮定して算定した売上高及び営業利益と取得企業の連結損益

計算書における売上高及び営業利益との差額を影響の概算額としております。

　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

本社事務所並びに子会社の本社事務所及び店舗の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込み期間を取得から主要な資産の耐用年数と見積もり、割引率は取得時点での国債利回り等を使用

して資産除去債務の金額を計算しております。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

期首残高 3,563千円 3,617千円

連結子会社取得に伴う増加額(注) － 8,149

時の経過による調整額 53 117

期末残高 3,617 11,883

（注）当連結会計年度の「連結子会社の取得に伴う増加額」は、株式会社ジープを連結子会社化したこと

による増加であります。

 

EDINET提出書類

株式会社バリューゴルフ(E32108)

有価証券報告書

65/91



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は「フリーペーパー」と「インターネット」を活用したゴルフ関連企業とゴルファー双方に対する

サービスの提供を主たる事業とし、求人・ウェディング関連のメディア制作、書籍発行を通じた医療機関

の情報発信といった事業を営んでおり、それぞれ包括的な戦略を立案し事業活動を展開しております。

当社は顧客業種の類似性やサービス提供形態を基礎として区分したセグメントから構成されており、

「ゴルフ事業」、「広告メディア制作事業」、「メディカル事業」の３つを報告セグメントとしておりま

す。

「ゴルフ事業」の事業内容は、ゴルフ場の予約システムをＡＳＰで提供している「ＡＳＰサービス」、

ゴルファー向けＥＣサイト、レッスンサービス、ゴルファー向けのフリーペーパーの発行及びＷＥＢサイ

トの運営といった「広告・プロモーションサービス」、ゴルフ場運営受託や集客コンサルティングといっ

た「サポートサービス」、株式会社ジープにおけるゴルフ用品の販売を行うＥＣサービスであります。

「広告メディア制作事業」では、ブライダル及び求人情報を提供してるＷＥＢサイト・情報誌の原稿制

作業務を受託しております。

「メディカル事業」では、各医療機関の最新の取り組みの紹介を書籍出版という形式で運営し、ユー

ザーに情報提供するほか、医療機関向けES/CS（従業員・顧客満足度調査）サービスを提供してしており

ます。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成27年２月１日　至　平成28年１月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１、２

連結
財務諸表
計上額
（注）４

 ゴルフ事業
広告メディア
制作事業

メディカル事業

売上高       

外部顧客への売上
高

693,122 215,863 88,518 997,505 － 997,505

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － － －

計 693,122 215,863 88,518 997,505 － 997,505

セグメント利益 288,299 51,272 13,370 352,942 △222,914 130,027

その他の項目       

減価償却費 12,665 353 － 13,018 1,407 14,425

（注）１．セグメント利益の調整額△222,914千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．減価償却費の調整額1,407千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産に係るものであります。

３．セグメント資産は、報告セグメント毎に資産を区分管理していないため、記載しておりません。

４．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１、２

連結
財務諸表
計上額
（注）４

 ゴルフ事業
広告メディア
制作事業

メディカル事業

売上高       

外部顧客への売上
高

1,385,268 175,219 25,686 1,586,174 － 1,586,174

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － － －

計 1,385,268 175,219 25,686 1,586,174 - 1,586,174

セグメント利益又は
セグメント損失
（△）

317,084 39,365 △13,922 342,526 △249,568 92,958

その他の項目       

減価償却費 10,579 210 － 10,790 3,148 13,938

のれん償却額 12,324 － － 12,324 － 12,324

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△249,568千円は、各報告セグメントに配分していない全社

費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．減価償却費の調整額3,148千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産に係るものであります。

３．セグメント資産は、報告セグメント毎に資産を区分管理していないため、記載しておりません。

４．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　平成27年２月１日　至　平成28年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱インテリジェンス 108,177 広告メディア制作事業

 

当連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないため、記載を省

略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年２月１日　至平成28年１月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成28年２月１日　至平成29年１月31日）

     （単位：千円）

 ゴルフ事業
広告メディア
制作事業

メディカル
事業

全社・消去 合計

当期末残高 135,571 － － － 135,571

（注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略してお

ります。

 

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

該当事項はありません。

 

 

 

 

（開示対象特別目的会社関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

１株当たり純資産額 159.78円 411.23円

１株当たり当期純利益金額 69.35円 34.33円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
－ 33.29円

　（注）１．前連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の、前連結会計年度は当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

２．当社は、平成27年10月13日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成27年10月31日付で株式１株につき100

株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純

資産額及び１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期利益を算定しております。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

１株当たり当期純利益   

　親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 94,288 58,296

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益金額

（千円）
94,288 58,296

　期中平均株式数（株） 1,359,600 1,698,086

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（㈱） － 53,268

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

平成23年４月25日定時株主

総会決議の新株予約権794個

 

－

 

 

 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

  平成年月日     平成年月日

㈱バリューゴルフ

第１回無担保社債

（株式会社りそな銀

行保証付及び適格機

関投資家限定）

(注)１

25.３.25
10,000

(10,000)

－

(   －)
0.6 なし 28.３.24

㈱バリューゴルフ

第２回無担保社債

（株式会社りそな銀

行保証付及び適格機

関投資家限定）

(注)１

26.６.25
70,000

(20,000)

50,000

(20,000)
0.6 なし 31.６.25

合計 － －
80,000

(30,000)

50,000

(20,000)
－ － －

　（注）１．( )内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内（千円）
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

20,000 20,000 10,000 － －

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 32,351 86,508 1.0 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 36,997 454,556 1.0
平成33年～

平成35年

合計 69,348 541,064 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 94,608 94,608 83,924 91,916

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 234,253 502,412 979,787 1,586,174

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（千円）
232 45,522 47,089 89,397

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損益金額（千円）
△3,300 25,854 22,832 58,296

１株当たり四半期（当期）純

損益金額（円）
△2.07 15.56 13.54 34.33

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損益金額

（円）
△2.07 16.85 △1.74 20.44
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年１月31日)
当事業年度

(平成29年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 282,889 495,819

売掛金 ※１ 122,662 ※１ 105,529

商品 72 330

前払費用 4,150 3,550

繰延税金資産 2,633 3,499

その他 3,501 2,628

貸倒引当金 △633 △381

流動資産合計 415,277 610,975

固定資産   

有形固定資産   

建物 6,436 5,689

工具、器具及び備品 971 504

土地 95 95

建設仮勘定 － 3,879

その他 － 493

有形固定資産合計 7,503 10,663

無形固定資産   

ソフトウエア 13,377 4,524

その他 － 10,031

無形固定資産合計 13,377 14,555

投資その他の資産   

投資有価証券 5,118 －

関係会社株式 39,000 243,999

敷金及び保証金 10,668 10,613

繰延税金資産 419 －

出資金 － 110

長期前払費用 － 4,252

その他 9,711 6,122

貸倒引当金 △3,201 △4,776

投資その他の資産合計 61,715 260,323

固定資産合計 82,597 285,542

繰延資産   

株式交付費 1,917 3,730

繰延資産合計 1,917 3,730

資産合計 499,792 900,248
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年１月31日)
当事業年度

(平成29年１月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 33,961 ※１ 33,765

1年内償還予定の社債 30,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 32,351 －

未払費用 2,703 3,311

前受金 1,830 62

預り金 255 874

未払金 38,049 51,990

未払法人税等 16,674 27,608

その他 16,840 9,503

流動負債合計 172,666 147,115

固定負債   

社債 50,000 30,000

長期借入金 36,997 －

資産除去債務 3,617 3,671

繰延税金負債 － 537

固定負債合計 90,614 34,208

負債合計 263,280 181,324

純資産の部   

株主資本   

資本金 145,800 364,353

資本剰余金   

資本準備金 135,800 354,353

その他資本剰余金 2,491 2,491

資本剰余金合計 138,291 356,844

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △47,658 △2,201

利益剰余金合計 △47,658 △2,201

自己株式 － △72

株主資本合計 236,432 718,923

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 78 －

評価・換算差額等合計 78 －

純資産合計 236,511 718,923

負債純資産合計 499,792 900,248
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　平成27年２月１日
　至　平成28年１月31日)

 当事業年度
(自　平成28年２月１日
　至　平成29年１月31日)

売上高 ※１ 812,767 ※１ 867,631

売上原価 207,755 ※１ 260,416

売上総利益 605,012 607,214

販売費及び一般管理費 ※２ 490,877 ※２ 510,066

営業利益 114,135 97,148

営業外収益   

受取利息及び配当金 384 205

賃貸収入 ※１ 10,344 ※１ 10,827

保険解約返戻金 3,786 －

その他 242 305

営業外収益合計 14,757 11,339

営業外費用   

支払利息 2,743 646

支払保証料 1,232 1,164

株式交付費償却 － 1,864

賃貸費用 10,344 10,827

その他 309 20

営業外費用合計 14,630 14,524

経常利益 114,262 93,962

特別損失   

関係会社株式評価損 － 10,000

特別損失合計 － 10,000

税引前当期純利益 114,262 83,962

法人税、住民税及び事業税 28,582 38,375

法人税等調整額 5,379 129

法人税等合計 33,962 38,505

当期純利益 80,300 45,457
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【売上原価明細書】

 
前事業年度

（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

当事業年度
（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

区分 金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費 21,336 10.3 36,539 14.0

Ⅱ　経費 ※ 186,418 89.7 ※ 223,876 86.0

当期売上原価 207,755 100.0 260,416 100.0

※　経費の内容は、主に業務委託費であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成27年２月１日　至　平成28年１月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計
 

繰越
利益剰余金

当期首残高 145,800 135,800 2,491 138,291 △127,959 △127,959 156,132

当期変動額        

新株の発行        

当期純利益     80,300 80,300 80,300

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － 80,300 80,300 80,300

当期末残高 145,800 135,800 2,491 138,291 △47,658 △47,658 236,432

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 67 67 156,199

当期変動額    

新株の発行    

当期純利益   80,300

自己株式の取得    

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

11 11 11

当期変動額合計 11 11 80,312

当期末残高 78 78 236,511
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当事業年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計
 

繰越
利益剰余金

当期首残高 145,800 135,800 2,491 138,291 △47,658 △47,658  236,432

当期変動額         

新株の発行 218,553 218,553  218,553    437,106

当期純利益     45,457 45,457  45,457

自己株式の取得       △72 △72

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 218,553 218,553 - 218,553 45,457 45,457 △72 482,490

当期末残高 364,353 354,353 2,491 356,844 △2,201 △2,201 △72 718,923

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 78 78 236,511

当期変動額    

新株の発行   437,106

当期純利益   45,457

自己株式の取得   △72

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△78 △78 △78

当期変動額合計 △78 △78 482,411

当期末残高 - - 718,923
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

　商品

　移動平均法による原価法（貸借対照表額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算出）を採用

しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　主に定率法を採用しております。ただし、建物(建物附属設備を除く)については、定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　18～25年

工具器具備品　　　　　　３～10年

 

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

３．繰延資産の処理方法

　　株式交付費

　　定額法（３年）により償却しております。

 

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業

年度の費用として処理しております。
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（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当事業年度において、財務諸表への影響額はありません。

 

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

（平成28年１月31日）
当事業年度

（平成29年１月31日）

短期金銭債権 4,936千円 5,116千円

短期金銭債務 - 2,001

 

　２　偶発債務

以下の関係会社の営業取引に対し、債務保証を行っております。

債務保証

 
前事業年度

（平成28年１月31日）
当事業年度

（平成29年１月31日）

㈱バリューメディカル 1,491千円 1,212千円

㈱ジープ － 4,915

 

以下の関係会社の銀行借入金に対し、債務保証を行っております。

債務保証

 
前事業年度

（平成28年１月31日）
当事業年度

（平成29年１月31日）

㈱ジープ － 641,064千円
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

当事業年度
（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

営業取引による取引高   

売上高 14,136千円 14,381千円

仕入高 － 5,507

営業取引以外の取引による取引高 9,681 10,019

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度16％、当事業年度18％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度84％、当事業年度82％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成27年２月１日
　　至　平成28年１月31日）

　当事業年度
（自　平成28年２月１日

　　至　平成29年１月31日）

役員報酬 51,936千円 65,266千円

給料及び手当 176,784 161,977

減価償却費 14,179 10,081

貸倒引当金繰入額 △284 1,322

退職給付費用 2,441 2,444

 

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成28年１月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額は39,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成29年１月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額は243,999千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年１月31日）

 

 

当事業年度
（平成29年１月31日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 1,243千円  2,315千円

貸倒引当金 209  117

貸倒損失否認額 5,706  5,416

その他 1,181  1,066

小計 8,340  8,916

評価性引当額 △5,706  △5,416

繰延税金資産（流動）合計 2,633  3,499

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金 1,935  1,462

ソフトウェア償却超過額 1,119  －

資産除去債務 1,166  1,124

小計 4,222  2,586

評価性引当額 △3,102  △2,586

繰延税金資産（固定）合計 1,119  －

繰延税金負債（固定）    

資産除去債務に対する除去費用 △660  △537

その他有価証券評価差額金 △39  －

繰延税金負債（固定）合計 △699  △537

繰延税金資産の純額 3,053  2,962

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成28年１月31日）
 

当事業年度
（平成29年１月31日）

法定実効税率 35.6％  33.1％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.1  7.9

住民税均等割 0.9  1.2

評価性引当額の増減 △11.6  3.0

その他 0.7  0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.7  45.9

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の変更

　平成28年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一

部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が公布され、平成28年４月１日以後に開始する事業年度よ

り法人税率等が変更されることとなりました。

　これに伴い、平成29年２月１日に開始する事業年度及び平成30年２月１日に開始する事業年度において解

消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率が

32.3%から30.9％に、平成31年２月１日に開始する事業年度以降において解消が見込まれる一時差異につい

ては、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率が32.3%から30.6％にそれぞれ変更

されることとなります。

　なお、これらの税率変更による翌事業年度への影響は軽微であります。

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社バリューゴルフ(E32108)

有価証券報告書

83/91



（企業結合等関係）

「第５経理の状況１連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項」に同一の内容を記載しているため、注記

を省略しております。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 （単位：千円）
 

区　分
資産の
種　類

当期首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

当　期
償却額

当期末
残　高

減価償却
累計額

有形
固定資産

建物 6,436 － － 746 5,689 4,054

工具、器具及び備品 971 508 － 481 998 2,535

土地 95 － － － 95 －

建設仮勘定 － 3,879 － － 3,879 －

計 7,503 4,388 － 1,228 10,663 6,589

無形
固定資産

ソフトウエア 13,377 － － 8,853 4,524 －

ソフトウェア仮勘定 － 10,031 － － 10,031 －

計 13,377 10,031 － 8,853 14,555 －

　（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

ソフトウエア仮勘定　基幹システム・会計ソフトの購入　　　10,031千円

建設仮勘定　　　　　サーバの購入　　　　　　　　　　　　 3,879千円

 

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 3,835 3,801 2,479 5,157
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ２月１日から１月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 １月31日

剰余金の配当の基準日 ７月31日、１月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときには、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ　http://corp.valuegolf.co.jp/

 

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は以下に掲げる権利以外の権利を有しておりません。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）取得請求権付株式の取得を請求する権利

（３）募集株式又は募集新株予約権の割当を受ける権利

（４）その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第12期） （自 平成28年２月1日 至 平成29年１月31日） 平成28年４月27日関東財務局長に提出。

 

（２）四半期報告書及び確認書

（第13期第１四半期） （自 平成28年２月１日 至 平成28年４月30日） 平成28年６月14日関東財務局長に提出。

（第13期第２四半期） （自 平成28年５月１日 至 平成28年７月31日） 平成28年９月14日関東財務局長に提出。

（第13期第３四半期） （自 平成28年８月１日 至 平成28年10月31日） 平成28年12月15日関東財務局長に提出。

 

（３）臨時報告書

平成28年４月28日関東財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に

基づく臨時報告書。

平成28年８月23日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第８号の２

の規定に基づく臨時報告書。

 

（４）有価証券届出書の訂正届出書

平成28年２月12日及び平成28年２月23日関東財務局長に提出

　平成28年１月27日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成29年４月25日

株式会社バリューゴルフ  

 取締役会　御中 

 

 有限責任　あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 浅野　俊治

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川口　靖仁

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社バリューゴルフの平成28年２月１日から平成29年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社バリューゴルフ及び連結子会社の平成29年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成29年４月25日

株式会社バリューゴルフ  

 取締役会　御中 

 

 有限責任　あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 浅野　俊治

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川口　靖仁

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社バリューゴルフの平成28年２月１日から平成29年１月31日までの第13期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

バリューゴルフの平成29年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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